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２．指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準等の一部を改正する告示 
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３．指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準等の一部改正 
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４．指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指

導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の

制定に伴う実施上の留意事項について  
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 今回の資料に使用した「介護報酬の算定構造（案）」は、現段階で国が示

した改正（案）です。 

 今回の報酬改定等に関するご質問は、ホームページ掲載の質問票にて 

受付けます。(電子メール及びＦＡＸでのみ受け付けます。) 

以上、ご理解・ご協力をよろしくお願いいたします。 

 



① １ (５ )④業務継続計画未策定事業所に対する減算の導入★

② １ (６ )①高齢者虐待防止の推進★

③ １ (６ )②身体的拘束等の適正化の推進★

④ １ (８ )①一部の福祉用具に係る貸与と 販売の選択制の導入★

⑤ １ (８ )②モニタリ ング実施時期の明確化★

⑥ １ (８ )③モニタリ ング結果の記録及び介護支援専門員への交付

⑦ １ (８ )④福祉用具貸与・ 販売種目のあり 方検討会を踏まえた対応★

⑧ ３ (２ )①テレワークの取扱い★

⑨ ５ ②特別地域加算、 中山間地域等の小規模事業所加算及び中山間地域に居住する者への

サービス提供加算の対象地域の明確化★

⑩ ５ ③特別地域加算の対象地域の見直し

５ ． (１ )福祉用具貸与

改定事項
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１ .（ ５ ） ④ 業務継続計画未策定事業所に対する減算の導入

概要

○ 感染症や災害が発生した場合であっても 、 必要な介護サービスを継続的に提供できる体制を構築するため、 業務
継続に向けた計画の策定の徹底を求める観点から 、 感染症若し く は災害のいずれか又は両方の業務継続計画が未策
定の場合、 基本報酬を減算する。 【 告示改正】

単位数

＜現行＞ ＜改定後＞
なし 業務継続計画未実施減算

施設・ 居住系サービス 所定単位数の100分の3に相当する単位数を減算（ 新設）
その他のサービス 所定単位数の100分の1に相当する単位数を減算（ 新設）

算定要件等

○ 以下の基準に適合していない場合（ 新設）
・ 感染症や非常災害の発生時において、 利用者に対するサービスの提供を継続的に実施するための、 及び非常時

の体制で早期の業務再開を図るための計画（ 業務継続計画） を策定するこ と
・ 当該業務継続計画に従い必要な措置を講ずるこ と

※ 令和７ 年３ 月31日までの間、 感染症の予防及びまん延の防止のための指針の整備及び非常災害に関する具体的計画の策定を行っ
ている場合には、 減算を適用しない。 訪問系サービス、 福祉用具貸与、 居宅介護支援については、 令和７ 年３ 月31日までの間、
減算を適用しない。

○ １ 年間の経過措置期間中に全ての事業所で計画が策定さ れるよ う 、 事業所間の連携によ り 計画策定を行って差し
支えない旨を周知するこ と も含め、 小規模事業所の計画策定支援に引き続き取り 組むほか、 介護サービス情報公表
システムに登録すべき事項に業務継続計画に関する取組状況を追加する等、 事業所への働きかけを強化する。 また、
県別の計画策定状況を公表し、 指定権者による取組を促すと と も に、 業務継続計画を策定済みの施設・ 事業所につ
いても 、 地域の特性に合わせた実効的な内容と なるよ う 、 指定権者による継続的な指導を求める。

【 全サービス（ 居宅療養管理指導★、 特定福祉用具販売★を除く ） 】

※ 平成18年度に施設・ 居住系サービスに身体拘束廃止未実施減算を導入した際は、 ５ 単位/日減算であったが、
各サービス毎に基本サービス費や算定方式が異なるこ と を踏まえ、 定率で設定。 なお、 その他サービスは、 所
定単位数から平均して７ 単位程度/（ 日・ 回） の減算と なる。

482



概要

○ 利用者の人権の擁護、 虐待の防止等をより 推進する観点から 、 全ての介護サービス事業者（ 居宅療養管理指導及
び特定福祉用具販売を除く 。 ） について、 虐待の発生又はその再発を防止するための措置（ 虐待の発生又はその再
発を防止するための委員会の開催、 指針の整備、 研修の実施、 担当者を定めるこ と ） が講じら れていない場合に、
基本報酬を減算する。 その際、 福祉用具貸与については、 そのサービス提供の態様が他サービスと 異なるこ と 等を
踏まえ、 ３ 年間の経過措置期間を設けるこ と と する。 【 告示改正】

〇 施設におけるスト レス対策を含む高齢者虐待防止に向けた取組例を収集し、 周知を図るほか、 国の補助により 都
道府県が実施している事業において、 ハラスメ ント 等のスト レス対策に関する研修を実施できるこ と や、 同事業に
よる相談窓口について、 高齢者本人と その家族だけでなく 介護職員等も利用できるこ と を明確化するなど、 高齢者
虐待防止に向けた施策の充実を図る。

単位数

＜現行＞ ＜改定後＞
なし 高齢者虐待防止措置未実施減算 所定単位数の100分の1に相当する単位数を減算（ 新設）

【 全サービス（ 居宅療養管理指導★、 特定福祉用具販売★を除く ） 】

１ .（ ６ ） ① 高齢者虐待防止の推進①

算定要件等

○ 虐待の発生又はその再発を防止するための以下の措置が講じら れていない場合（ 新設）
・ 虐待の防止のための対策を検討する委員会（ テレビ電話装置等の活用可能） を定期的に開催すると と も に、 そ

の結果について、 従業者に周知徹底を図るこ と 。
・ 虐待の防止のための指針を整備するこ と 。
・ 従業者に対し 、 虐待の防止のための研修を定期的に実施するこ と 。
・ 上記措置を適切に実施するための担当者を置く こ と 。

※ 平成18年度に施設・ 居住系サービスに身体拘束廃止未実施減算を導入した際は、 ５ 単位/日減算であったが、 各サービス毎
に基本サービス費や算定方式が異なるこ と を踏まえ、 定率で設定。 なお、 所定単位数から平均して７ 単位程度/（ 日・ 回） の
減算と なる。
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１ .（ ６ ） ① 高齢者虐待防止の推進②

算定要件等

○ 全ての施設・ 事業所で虐待防止措置が適切に行われるよ う 、 令和６ 年度中に小規模事業所等における取組事例を
周知するほか、 介護サービス情報公表システムに登録すべき事項に虐待防止に関する取組状況を追加する。 また、
指定権者に対して、 集団指導等の機会等にて虐待防止措置の実施状況を把握し 、 未実施又は集団指導等に不参加の
事業者に対する集中的な指導を行う など、 高齢者虐待防止に向けた取組の強化を求めると と も に、 都道府県別の体
制整備の状況を周知し 、 更なる取組を促す。
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概要

○ 身体的拘束等の更なる適正化を図る観点から 、 以下の見直しを行う 。

ア 短期入所系サービス及び多機能系サービスについて、 身体的拘束等の適正化のための措置（ 委員会の開催等、
指針の整備、 研修の定期的な実施） を義務付ける。 【 省令改正】 また、 身体的拘束等の適正化のための措置が講
じら れていない場合は、 基本報酬を減算する。 その際、 １ 年間の経過措置期間を設けるこ と と する。 【 告示改正】

イ 訪問系サービス、 通所系サービス、 福祉用具貸与、 特定福祉用具販売及び居宅介護支援について、 利用者又は
他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、 身体的拘束等を行ってはなら ないこ と
と し 、 身体的拘束等を行う 場合には、 その態様及び時間、 その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理
由を記録するこ と を義務付ける。 【 省令改正】

【 ア： 短期入所系サービス★、 多機能系サービス★、 イ ： 訪問系サービス★、 通所系サービス★、 福祉用具貸与★、
特定福祉用具販売★、 居宅介護支援★】

１ ． （ ６ ） ② 身体的拘束等の適正化の推進①

基準

○ 短期入所系サービス及び多機能系サービスの運営基準に以下の措置を講じなければなら ない旨を規定する。
・ 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を３ 月に１ 回以上開催すると と もに、 その結果について、

介護職員その他従業者に周知徹底を図るこ と 。
・ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備するこ と 。
・ 介護職員その他の従業者に対し 、 身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実施するこ と 。

○ 訪問系サービス、 通所系サービス、 福祉用具貸与、 特定福祉用具販売及び居宅介護支援の運営基準に以下を規定
する。
・ 利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、 身体的拘束等を行って

はなら ないこ と 。
・ 身体的拘束等を行う 場合には、 その態様及び時間、 その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由

を記録しなければならないこ と 。
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１ .（ ６ ） ② 身体的拘束等の適正化の推進②

＜現行＞ ＜改定後＞

なし 身体拘束廃止未実施減算 所定単位数の100分の1に相当する単位数を減算（ 新設）

単位数

算定要件等

○ 身体的拘束等の適正化を図るため、 以下の措置が講じられていない場合
・ 身体的拘束等を行う 場合には、 その態様及び時間、 その際の入所者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由

を記録するこ と
・ 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を３ 月に１ 回以上開催すると と もに、 その結果について、

介護職員その他従業者に周知徹底を図るこ と
・ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備するこ と
・ 介護職員その他の従業者に対し 、 身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実施するこ と

〇 全ての施設・ 事業所で身体的拘束等の適正化が行われるよ う 、 令和６ 年度中に小規模事業所等における取組事例
を周知するほか、 介護サービス情報公表システムに登録すべき事項に身体的拘束等の適正化に関する取組状況を追
加する。 また、 指定権者に対して、 集団指導等の機会等にて身体的拘束等の適正化の実施状況を把握し 、 未実施又
は集団指導等に不参加の事業者に対する集中的な指導を行う など、 身体的拘束等の適正化に向けた取組の強化を求
める。

【 短期入所系サービス★、 多機能系サービス★】

※ 平成18年度に施設・ 居住系サービスに身体拘束廃止未実施減算を導入した際は、 ５ 単位/日減算であったが、 各サービ
ス毎に基本サービス費や算定方式が異なること を踏まえ、 定率で設定。 なお、 短期入所系・ 多機能系サービスは所定単位
数から平均して９ 単位程度/日の減算と なる。
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１ .（ ８ ） ① 一部の福祉用具に係る貸与と 販売の選択制の導入

概要

○ 利用者の過度な負担を軽減しつつ、 制度の持続可能性の確保を図ると と もに、 福祉用具の適時・ 適切な利用、 利用
者の安全を確保する観点から、 一部の福祉用具について貸与と 販売の選択制を導入する。 具体的には、 要介護度に関
係なく 給付が可能な福祉用具のう ち、 比較的廉価で、 購入した方が利用者の負担が抑えられる者の割合が相対的に高
い、 固定用スロープ、 歩行器（ 歩行車を除く ） 、 単点杖（ 松葉づえを除く ） 及び多点杖を対象と する。 【 告示改正】

○ 福祉用具の適時・ 適切な利用、 利用者の安全を確保する観点から 、 貸与と 販売の選択制の導入に伴い、 以下の対
応を行う 。
ア 選択制の対象福祉用具の提供に当たっては、 福祉用具専門相談員又は介護支援専門員（ ※） が、 福祉用具貸与又
は特定福祉用具販売のいずれかを利用者が選択できるこ と について、 利用者等に対し、 メ リ ッ ト 及びデメ リ ッ ト
を含め十分説明を行う こ と と すると と もに、 利用者の選択に当たって必要な情報を提供するこ と 及び医師や専門

職の意見、 利用者の身体状況等を踏まえ、 提案を行う こ と と する。 【省令改正、 通知改正】
※ 介護支援専門員については、 居宅介護支援及び介護予防支援の運営基準の解釈通知を改正。

イ 福祉用具貸与について、 選択制の対象福祉用具の提供に当たっては、 福祉用具専門相談員が、 利用開始後６ 月
以内に少なく と も １ 回モニタ リ ングを行い、 貸与継続の必要性について検討を行う こ と と する。 【 省令改正】

ウ 特定福祉用具販売について、 選択制の対象福祉用具の提供に当たっては、 福祉用具専門相談員が、 特定福祉用
具販売計画の作成後、 当該計画における目標の達成状況を確認するこ と と する。 また、 利用者等から の要請等に
応じて、 販売した福祉用具の使用状況を確認するよ う 努めると と も に、 必要な場合は、 使用方法の指導、 修理等
（ メ ンテナンス） を行う よ う 努めるこ と と する。 【 省令改正】

【 福祉用具貸与★、 特定福祉用具販売★、 居宅介護支援★】

＜貸与後＞ 
・ 利用開始後少なくとも６月以内に一度モニタリングを実施し、貸与継
続の必要性を検討

＜販売後＞ 
・ 特定福祉用具販売計画の目標の達成状況を確認
・ 利用者等からの要請等に応じて、福祉用具の使用状況を確認し、必要
な場合は、使用方法の指導や修理等を行うよう努める

・ 商品不具合時の連絡先を情報提供

〇 選択制の対象福祉用具の提供に当たり、福祉用具専門相談員又は
介護支援専門員は、利用者に対し、以下の対応を行う。

・ 貸与と販売のいずれかを利用者が選択できることの説明
・ 利用者の選択に当たって必要な情報の提供
・ 医師や専門職の意見、利用者の身体状況等を踏まえ提案

【貸与と販売の選択に伴う判断体制・プロセス】 【貸与・販売後のモニタリングやメンテナンス等】
※ 福祉用具専門相談員が実施
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１ .（ ８ ） ② モニタリ ング実施時期の明確化

概要

○ 福祉用具貸与のモニタ リ ングを適切に実施し、 サービスの質の向上を図る観点から 、 福祉用具貸与計画の記載事
項にモニタ リ ングの実施時期を追加する。 【 省令改正】

基準

【 福祉用具貸与★】

＜現行＞
福祉用具専門相談員は、 利用者の希望、 心身の状

況及びその置かれている環境を踏まえ、 指定福祉用
具貸与の目標、 当該目標を達成するための具体的な
サービスの内容等を記載した福祉用具貸与計画を作
成しなければならない。

＜改定後＞
福祉用具専門相談員は、 利用者の希望、 心身の状

況及びその置かれている環境を踏まえ、 指定福祉用
具貸与の目標、 当該目標を達成するための具体的な
サービスの内容、 福祉用具貸与計画の実施状況の把
握（ モニタ リ ング） を行う 時期等を記載した福祉用
具貸与計画を作成しなければなら ない。
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１ .（ ８ ） ③ モニタリ ング結果の記録及び介護支援専門員への交付

概要

○ 福祉用具の適時・ 適切な利用、 利用者の安全を確保する観点から 、 福祉用具専門相談員が、 モニタ リ ングの結果
を記録し 、 その記録を介護支援専門員に交付するこ と を義務付ける。 【 省令改正】

基準

【 福祉用具貸与】

＜現行＞
福祉用具専門相談員は、 福祉用具貸与計画の作

成後、 当該福祉用具貸与計画の実施状況の把握を
行い、 必要に応じて当該福祉用具貸与計画の変更
を行う も のと する。

＜改定後＞
福祉用具専門相談員は、 福祉用具貸与計画の作成後、

当該福祉用具貸与計画の実施状況の把握（ モニタ リ ン
グ） を行う も のと する。

福祉用具専門相談員は、 モニタ リ ングの結果を記録し 、
当該記録をサービスの提供に係る居宅サービス計画を作
成し た指定居宅介護支援事業者に報告し なければなら な
い。

福祉用具専門相談員は、 モニタ リ ングの結果を踏まえ、
必要に応じ て当該福祉用具貸与計画の変更を行う も のと
する。

※ 介護予防福祉用具貸与に同趣旨の規定あり
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１ .（ ８ ） ④ 福祉用具貸与・ 販売種目のあり 方検討会を踏まえた対応

概要

○ 介護保険制度における福祉用具貸与・ 販売種目のあり 方検討会において取り まと められた対応の方向性を踏まえ、
福祉用具の安全利用の促進、 サービスの質の向上及び給付の適正化の観点から、 福祉用具に係る事故情報のインター
ネッ ト 公表、 福祉用具専門相談員指定講習カリ キュラムの見直し、 介護保険における福祉用具の選定の判断基準の見
直しや自治体向けの点検マニュアルの作成等の対応を行う 。

【 福祉用具貸与★、 特定福祉用具販売★】

算定要件等

○ 介護保険制度における福祉用具貸与・ 販売種目のあり 方検討会において、 福祉用具の適時・ 適切な利用、 利用者
の安全性の確保、 保険給付の適正化等の観点から 、 福祉用具の貸与・ 販売種目のあり 方や福祉用具貸与・ 販売に関
する諸課題について検討を行い、 対応の方向性が取り まと められた。 こ れを踏まえ、 必要な対応を行う 。

＜介護保険制度における福祉用具貸与・ 販売種目のあり 方検討会取り まと め（ 概要） ＞
○ 安全な利用の促進

・ 福祉用具貸与事業所向けの「 事故報告様式」 及び「 利用安全の手引き 」 の活用促進
・ 福祉用具の事故及びヒ ヤリ ・ ハッ ト 情報に関するインターネッ ト 上での公表 等

○ サービスの質の向上
・ 福祉用具専門相談員指定講習カリ キュラ ムの見直し
・ 現に従事している福祉用具専門相談員に対する研修機会及びPDCAの適切な実践に関する周知徹底 等

○ 給付の適正化
・ 「 介護保険における福祉用具の選定の判断基準」 の見直し （ 新たな福祉用具の追加、 医療職を含む多職種や自治体

職員等の幅広い関係者で共有できる内容と する観点から の見直し ）
・ 自治体職員等によるチェッ ク 体制の充実・ 強化を図るための自治体向け点検マニュアルの作成 等
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３ .（ ２ ） ① テレワーク の取扱い

概要

○ 人員配置基準等で具体的な必要数を定めて配置を求めている職種のテレワーク に関して、 個人情報を適切に管理
しているこ と 、 利用者の処遇に支障が生じないこ と 等を前提に、 取扱いの明確化を行い、 職種や業務ごと に具体的
な考え方を示す。 【 通知改正】

【 全サービス（ 居宅療養管理指導★を除く 。 ） 】
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５ ． ② 特別地域加算、 中山間地域等の小規模事業所加算及び中山間地域に居住する
者へのサービス提供加算の対象地域の明確化

概要

○ 過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法において、 「 過疎地域」 と みなして同法の規定を適用するこ と
と さ れている地域等が、 特別地域加算、 中山間地域等の小規模事業所加算及び中山間地域に居住する者へのサービ
ス提供加算の算定対象地域に含まれるこ と を明確化する。 【 告示改正】

基準

【 訪問系サービス★、 通所系サービス★、 多機能系サービス★、 福祉用具貸与★、 居宅介護支援】

○ 厚生労働大臣が定める中山間地域等の地域（ 平成21年厚生労働省告示第83号） 及び厚生労働大臣が定める地域（ 平成24年厚生労働省告示第120号） の
規定を以下のよう に改正する。

算定要件 単位数

特別地域加算 別に厚生労働大臣が定める地域（ ※１ ） に所
在する事業所が、 サービス提供を行った場合

所定単位数に
15/100
を乗じた単位数

中山間地域等における
小規模事業所加算

別に厚生労働大臣が定める地域（ ※２ ） に所
在する事業所が、 サービス提供を行った場合

所定単位数に
10/100
を乗じた単位数

中山間地域等に居住する
者へのサービス提供加算

別に厚生労働大臣が定める地域（ ※３ ） に居
住する利用者に対し、 通常の事業の実施地域
を越えて、 サービス提供を行った場合

所定単位数に
５ /100
を乗じた単位数

※１ ： ①離島振興対策実施地域、 ②奄美群島、
③振興山村、 ④小笠原諸島、 ⑤沖縄の離島、
⑥豪雪地帯、 特別豪雪地帯、 辺地、 過疎地
域等であって、 人口密度が希薄、 交通が不
便等の理由により サービスの確保が著しく
困難な地域

※２ ： ①豪雪地帯及び特別豪雪地帯、 ②辺地、
③半島振興対策実施地域、 ④特定農山村、
⑤過疎地域

※３ ： ①離島振興対策実施地域、 ②奄美群島、
③豪雪地帯及び特別豪雪地帯、 ④辺地、 ⑤
振興山村、 ⑥小笠原諸島、 ⑦半島振興対策
実施地域、 ⑧特定農山村地域、 ⑨過疎地
域、 ⑩沖縄の離島

＜現行＞
過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法(令和三年法律第十九号)第二条
第一項に規定する過疎地域

＜改定後＞
過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法(令和三年法律第十九号)第二条
第二項により 公示された過疎地域
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【 訪問系サービス★、 多機能系サービス★、 福祉用具貸与★、 居宅介護支援】

５ ． ③ 特別地域加算の対象地域の見直し

概要

○ 過疎地域その他の地域で、 人口密度が希薄、 交通が不便等の理由により サービスの確保が著し く 困難であると 認
めら れる地域であって、 特別地域加算の対象と して告示で定めるものについて、 前回の改正以降、 新たに加除する
必要が生じた地域において、 都道府県及び市町村から加除の必要性等を聴取した上で、 見直しを行う 。
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注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等

の賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処理組

織を使用する方法により、都道府県知事に対し、老健局長が

定める様式による届出を行った指定特定施設が、利用者に対

し、指定特定施設入居者生活介護を行った場合は、当該基準

に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算

する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場

合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 

⑴ 介護職員等特定処遇改善加算(Ⅰ) イからルまでにより算

定した単位数の1000分の18に相当する単位数 

⑵ 介護職員等特定処遇改善加算(Ⅱ) イからルまでにより算

定した単位数の1000分の12に相当する単位数 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等

の賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処理組

織を使用する方法により、都道府県知事に対し、老健局長が

定める様式による届出を行った指定特定施設が、利用者に対

し、指定特定施設入居者生活介護を行った場合は、当該基準

に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算

する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場

合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 

⑴ 介護職員等特定処遇改善加算(Ⅰ) イからトまでにより算

定した単位数の1000分の18に相当する単位数 

⑵ 介護職員等特定処遇改善加算(Ⅱ) イからトまでにより算

定した単位数の1000分の12に相当する単位数 

カ 介護職員等ベースアップ等支援加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等

の賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処理組

織を使用する方法により、都道府県知事に対し、老健局長が

定める様式による届出を行った指定特定施設が、利用者に対

し、指定特定施設入居者生活介護を行った場合は、イからル

までにより算定した単位数の1000分の15に相当する単位数を

所定単位数に加算する。 

ヌ 介護職員等ベースアップ等支援加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等

の賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処理組

織を使用する方法により、都道府県知事に対し、老健局長が

定める様式による届出を行った指定特定施設が、利用者に対

し、指定特定施設入居者生活介護を行った場合は、イからト

までにより算定した単位数の1000分の15に相当する単位数を

所定単位数に加算する。 

11 福祉用具貸与費（１月につき） 

指定福祉用具貸与事業所（指定居宅サービス基準第194条第１

項に規定する指定福祉用具貸与事業所をいう。以下同じ。）にお

いて、指定福祉用具貸与（指定居宅サービス基準第193条に規定

する指定福祉用具貸与をいう。以下同じ。）を行った場合に、現

に指定福祉用具貸与に要した費用の額を当該指定福祉用具貸与事

業所の所在地に適用される１単位の単価で除して得た単位数（１

単位未満の端数があるときは、これを四捨五入して得た単位数）

とする。ただし、１月当たりの平均貸与件数が100件以上となっ

たことのある福祉用具に係る指定福祉用具貸与については、別に

厚生労働大臣が定める福祉用具貸与の基準を満たさない指定福祉

11 福祉用具貸与費（１月につき） 

指定福祉用具貸与事業所（指定居宅サービス基準第194条第１

項に規定する指定福祉用具貸与事業所をいう。以下同じ。）にお

いて、指定福祉用具貸与（指定居宅サービス基準第193条に規定

する指定福祉用具貸与をいう。以下同じ。）を行った場合に、現

に指定福祉用具貸与に要した費用の額を当該指定福祉用具貸与事

業所の所在地に適用される１単位の単価で除して得た単位数（１

単位未満の端数があるときは、これを四捨五入して得た単位数）

とする。ただし、１月当たりの平均貸与件数が100件以上となっ

たことのある福祉用具に係る指定福祉用具貸与については、別に

厚生労働大臣が定める福祉用具貸与の基準を満たさない指定福祉
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用具貸与を行った場合は、福祉用具貸与費は算定しない。 用具貸与を行った場合は、福祉用具貸与費は算定しない。 
注１ 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、高

齢者虐待防止措置未実施減算として、所定単位数の100分

の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。 

（新設） 

２ 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、業

務継続計画未策定減算として、所定単位数の100分の１に

相当する単位数を所定単位数から減算する。 

（新設） 

３～７ （略） 注１～５ （略） 
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用者に対し、指定介護予防特定施設入居者生活介護を行った

場合は、イからチまでにより算定した単位数の1000分の15に

相当する単位数を所定単位数に加算する。 

用者に対し、指定介護予防特定施設入居者生活介護を行った

場合は、イからニまでにより算定した単位数の1000分の15に

相当する単位数を所定単位数に加算する。 

９ 介護予防福祉用具貸与費（１月につき） 

指定介護予防福祉用具貸与事業所（指定介護予防サービス基準

第266条第１項に規定する指定介護予防福祉用具貸与事業所をい

う。以下同じ。）において、指定介護予防福祉用具貸与（指定介

護予防サービス基準第265条に規定する指定介護予防福祉用具貸

与をいう。以下同じ。）を行った場合に、現に指定介護予防福祉

用具貸与に要した費用の額を当該指定介護予防福祉用具貸与事業

所の所在地に適用される１単位の単価で除して得た単位数（１単

位未満の端数があるときは、これを四捨五入して得た単位数）と

する。ただし、１月当たりの平均貸与件数が100件以上となった

ことのある福祉用具に係る指定介護予防福祉用具貸与については

、別に厚生労働大臣が定める介護予防福祉用具貸与の基準を満た

さない指定介護予防福祉用具貸与を行った場合は、介護予防福祉

用具貸与費は算定しない。 

９ 介護予防福祉用具貸与費（１月につき） 

指定介護予防福祉用具貸与事業所（指定介護予防サービス基準

第266条第１項に規定する指定介護予防福祉用具貸与事業所をい

う。以下同じ。）において、指定介護予防福祉用具貸与（指定介

護予防サービス基準第265条に規定する指定介護予防福祉用具貸

与をいう。以下同じ。）を行った場合に、現に指定介護予防福祉

用具貸与に要した費用の額を当該指定介護予防福祉用具貸与事業

所の所在地に適用される１単位の単価で除して得た単位数（１単

位未満の端数があるときは、これを四捨五入して得た単位数）と

する。ただし、１月当たりの平均貸与件数が100件以上となった

ことのある福祉用具に係る指定介護予防福祉用具貸与については

、別に厚生労働大臣が定める介護予防福祉用具貸与の基準を満た

さない指定介護予防福祉用具貸与を行った場合は、介護予防福祉

用具貸与費は算定しない。 

注１ 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、高

齢者虐待防止措置未実施減算として、所定単位数の100分

の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。 

（新設） 

 

２ 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、業

務継続計画未策定減算として、所定単位数の100分の１に

相当する単位数を所定単位数から減算する。 

（新設） 

 

３～７ 注１～５ 

   

3
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別紙１ 

○ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指

定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成12年３月１日老企第36号厚生省老人

保健福祉局企画課長通知）（抄） 

 

1 

新 旧 

第１ 届出手続の運用 

１ 届出の受理 

⑴ （略） 

⑵ 電子情報処理組織による届出 

① ⑴の規定にかかわらず、届出は厚生労働省の使用に係る電子計算機

（入出力装置を含む。以下同じ。）と届出を行おうとする者の使用に係

る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織を使用す

る方法であって、当該電気通信回線を通じて情報が送信され、厚生労

働省の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに当該情報が記録

されるもの（以下「電子情報処理組織を使用する方法」という。）や電

子メールの利用等により行わせることができる。 

 

② ⑴の規定にかかわらず、届出のうち、居宅サービス単位数表及び居

宅介護支援単位数表において、電子情報処理組織を使用する方法によ

るとされた届出については、電子情報処理組織を使用する方法（やむ

を得ない事情により当該方法による届出を行うことができない場合に

あっては、電子メールの利用その他の適切な方法）により行わせるこ

ととする。なお、都道府県知事等が電子情報処理組織を使用する方法

による届出の受理の準備を完了するまでの間は、この限りでない。 

③ ①、②の電子情報処理組織を使用する方法により行われた届出につ

いては、書面等により行われたものとみなして、本通知及びその他の

当該届出に関する通知の規定を適用する。 

④ 電子情報処理組織を使用する方法や電子メールの利用等により行わ

れた届出は、当該届出を受ける行政機関等の使用に係る電子計算機に

備えられたファイルへの記録がされた時に当該行政機関等に到達した

ものとみなす。 

⑶～⑸ （略） 

第１ 届出手続の運用 

１ 届出の受理 

⑴ （略） 

⑵ 電子情報処理組織による届出 

① ⑴の規定にかかわらず、届出は電子情報処理組織（届出が行われる

べき行政機関等の使用に係る電子計算機（入出力装置を含む。以下同

じ。）とその届出をする者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で

接続した電子情報処理組織をいう。ただし、当該行政機関等の使用に

係る電子計算機と接続した際に当該行政機関等からプログラムが付与

される場合は、その付与されるプログラムを正常に稼働させられる機

能を備えているものに限る。以下同じ。）を使用する方法により行わせ

ることができる。 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

② ①の電子情報処理組織を使用する方法により行われた届出について

は、書面等により行われたものとみなして、本通知及びその他の当該

届出に関する通知の規定を適用する。 

③ 電子情報処理組織を使用する方法により行われた届出は、当該届出

を受ける行政機関等の使用に係る電子計算機に備えられたファイルへ

の記録がされた時に当該行政機関等に到達したものとみなす。 

 

⑶～⑸ （略） 

⑹ 届出に係る加算等の算定の開始時期 

届出に係る加算等（算定される単位数が増えるものに限る。以下同じ。）

については、適正な支給限度額管理のため、利用者や居宅介護支援事業

者に対する周知期間を確保する観点から、届出が毎月 15 日以前になされ

た場合には翌月から、16 日以降になされた場合には翌々月から、算定を

⑹ 届出に係る加算等の算定の開始時期 

届出に係る加算等（算定される単位数が増えるものに限る。以下同じ。）

については、適正な支給限度額管理のため、利用者や居宅介護支援事業

者に対する周知期間を確保する観点から、届出が毎月 15 日以前になされ

た場合には翌月から、16 日以降になされた場合には翌々月から、算定を
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開始するものとすること。 

ただし、令和６年４月から算定を開始する加算等の届出については、

前記にかかわらず、同年４月１日以前になされていれば足りるものとす

る。 

開始するものとすること。 

ただし、令和３年４月から算定を開始する加算等の届出については、

前記にかかわらず、同年４月１日以前になされていれば足りるものとす

る。 

２ 届出事項の公開 

届出事項については都道府県（地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第

252 条の 19 第１項の指定都市（以下「指定都市」という。）及び同法第 252

条の 22 第１項の中核市（以下「中核市」という。）においては、指定都市又

は中核市。以下同じ。）（指定居宅介護支援事業者に係る届出事項について

は、市町村。）において閲覧に供するほか、事業者においても利用料に係る

情報として事業所内で掲示し、かつ、ウェブサイトに掲載することになる

こと。また、ウェブサイトとは、法人のホームページ等又は介護サービス情

報公表システムをいい、介護保険法施行規則（平成 11 年厚生省令第 36 号）

第 140 条の 44 各号に掲げる基準に該当する事業所については、介護サービ

ス情報公表制度における報告義務の対象ではないことから、ウェブサイト

への掲載は行うことが望ましいこと。なお、居宅療養管理指導については、

自ら管理するホームページ等を有さず、ウェブサイトへの掲載が過重な負

担となる場合は、これを行わないことができる。 

２ 届出事項の公開 

届出事項については都道府県（地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第

252 条の 19 第１項の指定都市（以下「指定都市」という。）及び同法第 252

条の 22 第１項の中核市（以下「中核市」という。）においては、指定都市又

は中核市。以下同じ。）（指定居宅介護支援事業者に係る届出事項について

は、市町村。）において閲覧に供するほか、事業者においても利用料に係る

情報として事業所内で掲示することになること。 

３～６ （略） ３～６ （略） 

第２ 居宅サービス単位数表（訪問介護費から通所リハビリテーション費まで

及び福祉用具貸与費に係る部分に限る。）に関する事項 

１ 通則 

⑴ 算定上における端数処理について 

① 単位数算定の際の端数処理 

単位数の算定については、基本となる単位数に加減算の計算（何ら

かの割合を乗ずる計算に限る。）を行う度に、小数点以下の端数処理（四

捨五入）を行っていくこととする。つまり、絶えず整数値に割合を乗

じていく計算になる。 

（削る） 

 

 

 

 

ただし、特別地域加算等の支給限度額管理対象外となる加算や事業

第２ 居宅サービス単位数表（訪問介護費から通所リハビリテーション費まで

及び福祉用具貸与費に係る部分に限る。）に関する事項 

１ 通則 

⑴ 算定上における端数処理について 

① 単位数算定の際の端数処理 

単位数の算定については、基本となる単位数に加減算の計算（何ら

かの割合を乗ずる計算に限る。）を行う度に、小数点以下の端数処理（四

捨五入）を行っていくこととする。つまり、絶えず整数値に割合を乗

じていく計算になる。 

この計算の後、指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する

基準等の一部を改正する告示（令和３年厚生労働省告示第 73 号）附則

第 12 条に規定する単位数の計算を行う場合も、小数点以下の端数処理

（四捨五入）を行うが、小数点以下の端数処理の結果、上乗せされる

単位数が１単位に満たない場合は、１単位に切り上げて算定する。 

ただし、特別地域加算等の支給限度額管理対象外となる加算や事業
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所と同一建物の利用者又はこれ以外の同一建物利用者 20 人以上にサ

ービスを行う場合の減算を算定する場合等については、対象となる単

位数の合計に当該加減算の割合を乗じて、当該加減算の単位数を算定

することとする。 

（例１）訪問介護（身体介護中心 30 分以上１時間未満で 387 単位） 

・夜間又は早朝にサービスを行う場合、所定単位数の 25％を加算 

387×1.25＝483.75→484 単位 

・この事業所が特定事業所加算Ⅳを算定している場合、所定単位数の

３％を加算 

484×1.03＝498.52→499 単位 

＊387×1.25×1.03＝498.2625 として四捨五入するのではない。 

（例２）訪問介護（身体介護中心 30 分以上１時間未満で 387 単位） 

・月に６回サービスを行い、特別地域加算の対象となる場合、対象と

なる単位数の合計に 15％を加算 

387×６回＝2,322 単位 

2,322×0.15＝348.3→348 単位 

② 金額換算の際の端数処理 

算定された単位数から金額に換算する際に生ずる１円未満（小数点

以下）の端数については「切り捨て」とする。 

（例）前記①の事例（例１）で、このサービスを月に８回提供した場合

（地域区分は１級地） 

499 単位×８回＝3,992 単位 

3,992 単位×11.40 円／単位＝45,508.80 円→45,508 円 

なお、サービスコードについては、加算等を加えた一体型の合成コー

ドを基本として作成しており、その合成単位数は、既に端数処理をした

単位数（整数値）である。 

所と同一建物の利用者又はこれ以外の同一建物利用者 20 人以上にサ

ービスを行う場合の減算を算定する場合等については、対象となる単

位数の合計に当該加減算の割合を乗じて、当該加減算の単位数を算定

することとする。 

（例１）訪問介護（身体介護中心 20 分以上 30 分未満で 250 単位） 

・夜間又は早朝にサービスを行う場合、所定単位数の 25％を加算 

250×1.25＝312.5→313 単位 

・この事業所が特定事業所加算Ⅳを算定している場合、所定単位数の

５％を加算 

313×1.05＝328.65→329 単位 

＊250×1.25×1.05＝328.125 として四捨五入するのではない。 

（例２）訪問介護（身体介護中心 30 分以上１時間未満で 396 単位） 

・月に６回サービスを行い、特別地域加算の対象となる場合、対象と

なる単位数の合計に 15％を加算 

396×６回＝2,376 単位 

2,376×0.15＝356.4→356 単位 

② 金額換算の際の端数処理 

算定された単位数から金額に換算する際に生ずる１円未満（小数点

以下）の端数については「切り捨て」とする。 

（例）前記①の事例（例１）で、このサービスを月に８回提供した場合

（地域区分は１級地） 

329 単位×８回＝2,632 単位 

2,632 単位×11.40 円／単位＝30,004.80 円→30,004 円 

なお、サービスコードについては、加算等を加えた一体型の合成コー

ドを基本として作成しており、その合成単位数は、既に端数処理をした

単位数（整数値）である。 

⑵・⑶ （略） ⑵・⑶ （略） 

⑷ 同一時間帯に複数種類の訪問サービスを利用した場合の取扱いについ

て 

利用者は同一時間帯にひとつの訪問サービスを利用することを原則と

する。ただし、訪問介護と訪問看護、又は訪問介護と訪問リハビリテーシ

ョンを、同一利用者が同一時間帯に利用する場合は、利用者の心身の状

況や介護の内容に応じて、同一時間帯に利用することが介護のために必

要があると認められる場合に限り、それぞれのサービスについてそれぞ

⑷ 同一時間帯に複数種類の訪問サービスを利用した場合の取扱いについ

て 

利用者は同一時間帯にひとつの訪問サービスを利用することを原則と

する。ただし、訪問介護と訪問看護、又は訪問介護と訪問リハビリテーシ

ョンを、同一利用者が同一時間帯に利用する場合は、利用者の心身の状

況や介護の内容に応じて、同一時間帯に利用することが介護のために必

要があると認められる場合に限り、それぞれのサービスについてそれぞ
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れの所定単位数が算定される。例えば、家庭の浴槽で全身入浴の介助を

する場合に、適切なアセスメント（利用者について、その有する能力、既

に提供を受けている指定居宅サービス等のその置かれている環境等の評

価を通じて利用者が現に抱える問題点を明らかにし、利用者が自立した

日常生活を営むことができるように支援する上で解決すべき課題を把握

することをいう。以下同じ。）を通じて、利用者の心身の状況や介護の内

容から同一時間帯に訪問看護を利用することが必要であると判断され、

30 分以上１時間未満の訪問介護（身体介護中心の場合）と訪問看護（指

定訪問看護ステーションの場合）を同一時間帯に利用した場合、訪問介

護については 387 単位、訪問看護については 823 単位がそれぞれ算定さ

れることとなる。 

れの所定単位数が算定される。例えば、家庭の浴槽で全身入浴の介助を

する場合に、適切なアセスメント（利用者について、その有する能力、既

に提供を受けている指定居宅サービス等のその置かれている環境等の評

価を通じて利用者が現に抱える問題点を明らかにし、利用者が自立した

日常生活を営むことができるように支援する上で解決すべき課題を把握

することをいう。以下同じ。）を通じて、利用者の心身の状況や介護の内

容から同一時間帯に訪問看護を利用することが必要であると判断され、

30 分以上１時間未満の訪問介護（身体介護中心の場合）と訪問看護（指

定訪問看護ステーションの場合）を同一時間帯に利用した場合、訪問介

護については 396 単位、訪問看護については 821 単位がそれぞれ算定さ

れることとなる。 

⑸ 複数の要介護者がいる世帯において同一時間帯に訪問サービスを利用

した場合の取扱いについて 

それぞれに標準的な所要時間を見込んで居宅サービス計画上に位置づ

ける。例えば、要介護高齢者夫婦のみの世帯に 100 分間訪問し、夫に 50

分の訪問介護（身体介護中心の場合）、妻に 50 分の訪問介護（身体介護

中心の場合）を提供した場合、夫、妻それぞれ 387 単位ずつ算定される。

ただし、生活援助については、要介護者間で適宜所要時間を振り分ける

こととする。また、要介護者と要支援者等がいる世帯において同一時間

帯に訪問介護及び介護保険法第115条の45第１項第１号イに規定する第

一号訪問事業（指定事業者によるものに限る。）を利用した場合も同様に、

訪問介護費の算定に当たっては、要介護者へのサービスに標準的な所要

時間を見込んで居宅サービス計画上に位置付けること。生活援助につい

ても、適宜所要時間を振り分けた上で、要介護者に係る訪問介護費を算

定すること。 

⑸ 複数の要介護者がいる世帯において同一時間帯に訪問サービスを利用

した場合の取扱いについて 

それぞれに標準的な所要時間を見込んで居宅サービス計画上に位置づ

ける。例えば、要介護高齢者夫婦のみの世帯に 100 分間訪問し、夫に 50

分の訪問介護（身体介護中心の場合）、妻に 50 分の訪問介護（身体介護

中心の場合）を提供した場合、夫、妻それぞれ 396 単位ずつ算定される。

ただし、生活援助については、要介護者間で適宜所要時間を振り分ける

こととする。また、要介護者と要支援者等がいる世帯において同一時間

帯に訪問介護及び介護保険法第115条の45第１項第１号イに規定する第

一号訪問事業（指定事業者によるものに限る。）を利用した場合も同様に、

訪問介護費の算定に当たっては、要介護者へのサービスに標準的な所要

時間を見込んで居宅サービス計画上に位置付けること。生活援助につい

ても、適宜所要時間を振り分けた上で、要介護者に係る訪問介護費を算

定すること。 

⑹・⑺ （略） ⑹・⑺ （略） 

⑻ 常勤換算方法及び常勤の具体的な取扱いについて 

   常勤換算方法及び常勤の具体的な取扱いについては、①及び②のとお

りとすること。 

① 雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法

律（昭和 47 年法律第 113 号）第 13 条第１項に規定する措置（以下「母

性健康管理措置」という。）又は育児休業、介護休業等育児又は家族介

護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第 76 号。以下「育

児・介護休業法」という。）第 23 条第１項、同条第３項又は同法第 24

⑻ 常勤換算方法及び常勤の具体的な取扱いについて 

常勤換算方法及び常勤の具体的な取扱いについては、①及び②のとお

りとすること。 

① 雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法

律（昭和 47 法律第 113 号）第 13 条第１項に規定する措置（以下「母

性健康管理措置」という。）又は育児休業、介護休業等育児又は家族介

護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第 76 号。以下「育

児・介護休業法」という。）第 23 条第１項、同条第３項又は同法第 24
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条に規定する所定労働時間の短縮等の措置若しくは厚生労働省「事業

場における治療と仕事の両立支援のためのガイドライン」に沿って事

業者が自主的に講じる所定労働時間の短縮措置（以下「育児、介護及び

治療のための所定労働時間の短縮等の措置」という。）が講じられてい

る場合、30 時間以上の勤務で、常勤換算方法での計算に当たり、常勤

の従業者が勤務すべき時間数を満たしたものとし、１として取り扱う

ことを可能とする。 

条に規定する所定労働時間の短縮等の措置（以下「育児及び介護のた

めの所定労働時間の短縮等の措置」という。）が講じられている場合、

30 時間以上の勤務で、常勤換算方法での計算に当たり、常勤の従業者

が勤務すべき時間数を満たしたものとし、１として取り扱うことを可

能とする。 

② 当該事業所における勤務時間が、当該事業所において定められてい

る常勤の従業者が勤務すべき時間数（32 時間を下回る場合は 32 時間

を基本とする。）に達していることをいうものであるが、母性健康管理

措置又は育児、介護及び治療のための所定労働時間の短縮等の措置が

講じられている者については、利用者の処遇に支障がない体制が事業

所として整っている場合は、例外的に常勤の従業者が勤務すべき時間

数を 30 時間として取り扱うことを可能とする。 

また、常勤による従業者の配置要件が設けられている場合、従業者

が労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号）第 65 条に規定する休業、母性

健康管理措置、育児・介護休業法第２条第１号に規定する育児休業、

同条第２号に規定する介護休業、同法第 23 条第２項の育児休業に関す

る制度に準ずる措置又は同法第 24 条第１項（第２号に係る部分に限

る。）の規定により同項第２号に規定する育児休業に関する制度に準じ

て講ずる措置による休業を取得中の期間において、当該要件において

求められる資質を有する複数の非常勤の従業者を常勤の従業者の員数

に換算することにより、当該要件を満たすことが可能であることとす

る。 

② 当該事業所における勤務時間が、当該事業所において定められてい

る常勤の従業者が勤務すべき時間数（32 時間を下回る場合は 32 時間

を基本とする。）に達していることをいうものであるが、母性健康管理

措置又は育児及び介護のための所定労働時間の短縮等の措置が講じら

れている者については、利用者の処遇に支障がない体制が事業所とし

て整っている場合は、例外的に常勤の従業者が勤務すべき時間数を 30

時間として取り扱うことを可能とする。 

また、常勤による従業者の配置要件が設けられている場合、従業者

が労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号）第 65 条に規定する休業、母性

健康管理措置、育児・介護休業法第２条第１号に規定する育児休業、

同条第２号に規定する介護休業、同法第 23 条第２項の育児休業に関す

る制度に準ずる措置又は同法第 24 条第１項（第２号に係る部分に限

る。）の規定により同項第２号に規定する育児休業に関する制度に準じ

て講ずる措置による休業を取得中の期間において、当該要件において

求められる資質を有する複数の非常勤の従業者を常勤の従業者の員数

に換算することにより、当該要件を満たすことが可能であることとす

る。 

⑼ （略） ⑼ （略） 

⑽ 令和６年４月から５月までの取扱い 

① 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準等の一部を

改正する告示（令和６年厚生労働省告示第86号）において、訪問看護

費、訪問リハビリテーション費、居宅療養管理指導費及び通所リハビ

リテーション費（以下「訪問看護費等」という。）に係る改正は令和

６年６月施行となっているところ、令和６年４月から５月までの間の

訪問看護費等の算定は、「「指定居宅サービスに要する費用の額の算

定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具

貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関

  （新設） 
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する基準の制定に伴う実施上の留意事項について」等の一部改正につ

いて」（令和６年３月15日老高発0315001号老認発0315001号老健発

0315001号）による改正前の本通知に基づき実施するものとする。 

② 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準等の一部を

改正する告示（令和６年厚生労働省告示第86号）において、介護職員

処遇改善加算、介護職員等特定処遇改善加算及び介護職員等ベースア

ップ等支援加算（以下「処遇改善３加算」という。）の一本化は令和

６年６月施行となっているところ、令和６年４月から５月までの間の

処遇改善３加算の内容については、別途通知（「介護職員等処遇改善

加算等に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示に

ついて」）を参照すること。 

２ 訪問介護費 

⑴・⑵ （略） 

２ 訪問介護費 

⑴・⑵ （略） 

⑶ １回の訪問介護において身体介護及び生活援助が混在する場合の取扱

い 

１回の訪問において身体介護及び生活援助が混在する訪問介護を行う

必要がある場合は、居宅サービス計画や訪問介護計画の作成に当たって、

適切なアセスメントにより、あらかじめ具体的なサービス内容を「身体

介護」と「生活援助」に区分してそれに要する標準的な時間に基づき、

「身体介護」と「生活援助」を組み合わせて算定することとする。なお、

身体介護中心型の単位数に生活援助が 20 分以上で 65 単位、45 分以上で

130 単位、70 分以上で 195 単位を加算する方式となるが、１回の訪問介

護の全体時間のうち「身体介護」及び「生活援助」の所要時間に基づき判

断するため、実際のサービスの提供は身体介護中心型の後に引き続き生

活援助中心型を行う場合に限らず、例えば、生活援助の後に引き続き身

体介護を行ってもよい。 

（例）寝たきりの利用者の体位変換を行いながら、ベッドを整え、体を支

えながら水差しで水分補給を行い、安楽な姿勢をとってもらった後、

居室の掃除を行う場合。 

〔具体的な取扱い〕「身体介護」に該当する行為がどの程度含まれるかを

基準に以下のいずれかの組み合わせを算定 

・身体介護中心型 20 分以上 30 分未満（244 単位）＋生活援助加算 45

分（130 単位） 

・身体介護中心型 30 分以上１時間未満（387 単位）＋生活援助加算 20

⑶ １回の訪問介護において身体介護及び生活援助が混在する場合の取扱

い 

１回の訪問において身体介護及び生活援助が混在する訪問介護を行う

必要がある場合は、居宅サービス計画や訪問介護計画の作成に当たって、

適切なアセスメントにより、あらかじめ具体的なサービス内容を「身体

介護」と「生活援助」に区分してそれに要する標準的な時間に基づき、

「身体介護」と「生活援助」を組み合わせて算定することとする。なお、

身体介護中心型の単位数に生活援助が 20 分以上で 67 単位、45 分以上で

134 単位、70 分以上で 201 単位を加算する方式となるが、１回の訪問介

護の全体時間のうち「身体介護」及び「生活援助」の所要時間に基づき判

断するため、実際のサービスの提供は身体介護中心型の後に引き続き生

活援助中心型を行う場合に限らず、例えば、生活援助の後に引き続き身

体介護を行ってもよい。 

（例）寝たきりの利用者の体位変換を行いながら、ベッドを整え、体を支

えながら水差しで水分補給を行い、安楽な姿勢をとってもらった後、

居室の掃除を行う場合。 

〔具体的な取扱い〕「身体介護」に該当する行為がどの程度含まれるかを

基準に以下のいずれかの組み合わせを算定 

・身体介護中心型 20 分以上 30 分未満（250 単位）＋生活援助加算 45

分（134 単位） 

・身体介護中心型 30 分以上１時間未満（396 単位）＋生活援助加算 20
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定通所リハビリテーション及び指定介護予防通所リハビリテーションは

除く。）」と読み替えること。 

定通所リハビリテーション及び指定介護予防通所リハビリテーションは

除く。）」と読み替えること。 

(31) サービス提供体制強化加算について 

① 訪問入浴介護と同様であるので３⑿④から⑧までを参照されたい。 

② （略） 

(28) サービス提供体制強化加算について 

① 訪問入浴介護と同様であるので３⑼④から⑧までを参照されたい。 

② （略） 

(32) 介護職員等処遇改善加算について 

訪問介護と同様であるので、２の(25)を参照されたい。 

(29) 介護職員処遇改善加算について 

訪問介護と同様であるので、２の(22)を参照されたい。 

（削る） (30) 介護職員等特定処遇改善加算について 

訪問介護と同様であるので、２の(23)を参照されたい。 

（削る） 

 

(31) 介護職員等ベースアップ等支援加算について 

訪問介護と同様であるので、２の(24)を参照されたい。 

(33) 記録の整備について 

① 医師は、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士に対して行った指

示内容の要点を診療録に記入する。 

理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士は、通所リハビリテーショ

ン計画書に基づき提供した具体的なサービスの内容等及び指導に要し

た時間を記録にとどめておく。なお、当該記載については、医療保険

の診療録に記載することとしてもよいが、下線又は枠で囲う等により、

他の記載と区別できるようにすることとする。 

② リハビリテーションに関する記録（実施時間、訓練内容、担当者、加

算の算定に当たって根拠となった書類等）は利用者ごとに保管され、

常に当該事業所のリハビリテーション従事者により閲覧が可能である

ようにすること。 

(32) 記録の整備について 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

リハビリテーションに関する記録（実施時間、訓練内容、担当者、加算

の算定に当たって根拠となった書類等）は利用者ごとに保管され、常に

当該事業所のリハビリテーション従事者により閲覧が可能であるように

すること。 

９ 福祉用具貸与費  ９ 福祉用具貸与費 

⑴ 高齢者虐待防止措置未実施減算について 

訪問介護と同様であるので、２の⑽を参照されたい。 

（新設） 

⑵ 業務継続計画未策定減算について 

訪問介護と同様であるので、２の⑾を参照されたい。 

（新設） 

⑶ 事業所が離島等に所在する場合における交通費の加算の取扱いは、以

下のとおりである。 

① 交通費の算出方法について 

注３から注５までに規定する「通常の事業の実施地域において指定

福祉用具貸与を行う場合に要する交通費」の額は、最も経済的な通常

の経路及び方法（航空賃等に階級がある場合は、最も安価な階級）に

⑴ 事業所が離島等に所在する場合における交通費の加算の取扱いは、以

下のとおりである。 

① 交通費の算出方法について 

注１から注３までに規定する「通常の事業の実施地域において指定

福祉用具貸与を行う場合に要する交通費」の額は、最も経済的な通常

の経路及び方法（航空賃等に階級がある場合は、最も安価な階級）に
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よる交通費とすることを基本として、実費（空路で運搬又は移動する

場合には航空賃、水路で運搬又は移動する場合には船賃、陸路で運搬

又は移動する場合には燃料代及び有料道路代（運送業者を利用して運

搬した場合はその利用料））を基礎とし、複数の福祉用具を同一利用者

に貸与して同時に運搬若しくは移動を行う場合又は一度に複数の利用

者に係る福祉用具貸与のための運搬又は移動を行う場合における交通

費の実費を勘案して、合理的に算出するものとする。 

② （略） 

③ 注３に規定する別に厚生労働大臣が定める地域に所在する指定福祉

用具貸与事業所が複数の福祉用具を同一利用者に対して同時に貸与し

た場合の加算限度について 

複数の福祉用具を同一利用者に対して同時に貸与した場合には、保

険給付対象となる福祉用具の貸与に要する費用の合計額の 100 分の

100 に相当する額を限度として加算できるものとする。この場合にお

いて、交通費の額が当該 100 分の 100 に相当する額に満たないときは、

当該交通費を合理的な方法により按分して、それぞれの福祉用具に係

る加算額を明確にするものとする。 

④ 注４に規定する別に厚生労働大臣が定める地域に所在し、かつ、別

に厚生労働大臣が定める施設基準に適合する指定福祉用具貸与事業所

が複数の福祉用具を同一利用者に対して同時に貸与した場合の加算限

度について 

複数の福祉用具を同一利用者に対して同時に貸与した場合には、保

険給付対象となる福祉用具の貸与に要する費用の合計額の３分の２に

相当する額を限度として加算できるものとする。この場合において、

交通費の額が当該３分の２に相当する額に満たないときは、当該交通

費を合理的な方法により按分して、それぞれの福祉用具に係る加算額

を明確にするものとする。 

なお、実利用者数とは前年度（３月を除く。）の１月当たりの平均実

利用者数をいうものとし、前年度の実績が６月に満たない事業所（新

たに事業を開始し、又は再開した事業所を含む。）については、直近の

３月における１月当たりの平均実利用者数を用いるものとする。した

がって、新たに事業を開始し、又は再開した事業者については、４月

目以降届出が可能となるものであること。平均実利用者数については、

毎月ごとに記録するものとし、所定の人数を上回った場合については、

よる交通費とすることを基本として、実費（空路で運搬又は移動する

場合には航空賃、水路で運搬又は移動する場合には船賃、陸路で運搬

又は移動する場合には燃料代及び有料道路代（運送業者を利用して運

搬した場合はその利用料））を基礎とし、複数の福祉用具を同一利用者

に貸与して同時に運搬若しくは移動を行う場合又は一度に複数の利用

者に係る福祉用具貸与のための運搬又は移動を行う場合における交通

費の実費を勘案して、合理的に算出するものとする。 

② （略） 

③ 注１に規定する別に厚生労働大臣が定める地域に所在する指定福祉

用具貸与事業所が複数の福祉用具を同一利用者に対して同時に貸与し

た場合の加算限度について 

複数の福祉用具を同一利用者に対して同時に貸与した場合には、保

険給付対象となる福祉用具の貸与に要する費用の合計額の 100 分の

100 に相当する額を限度として加算できるものとする。この場合にお

いて、交通費の額が当該 100 分の 100 に相当する額に満たないときは、

当該交通費を合理的な方法により按分して、それぞれの福祉用具に係

る加算額を明確にするものとする。 

④ 注２に規定する別に厚生労働大臣が定める地域に所在し、かつ、別

に厚生労働大臣が定める施設基準に適合する指定福祉用具貸与事業所

が複数の福祉用具を同一利用者に対して同時に貸与した場合の加算限

度について 

複数の福祉用具を同一利用者に対して同時に貸与した場合には、保

険給付対象となる福祉用具の貸与に要する費用の合計額の３分の２に

相当する額を限度として加算できるものとする。この場合において、

交通費の額が当該３分の２に相当する額に満たないときは、当該交通

費を合理的な方法により按分して、それぞれの福祉用具に係る加算額

を明確にするものとする。 

なお、実利用者数とは前年度（３月を除く。）の１月当たりの平均実

利用者数をいうものとし、前年度の実績が６月に満たない事業所（新

たに事業を開始し、又は再開した事業所を含む。）については、直近の

３月における１月当たりの平均実利用者数を用いるものとする。した

がって、新たに事業を開始し、又は再開した事業者については、４月

目以降届出が可能となるものであること。平均実利用者数については、

毎月ごとに記録するものとし、所定の人数を上回った場合については、
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直ちに第１の５の届出を提出しなければならない。また、当該加算を

算定する事業所は、その旨について利用者に事前に説明を行い、同意

を得てサービスを行う必要があること。 

⑤ 注５に規定する別に厚生労働大臣が定める地域に居住している利用

者に対して、通常の事業の実施地域を越えて複数の福祉用具を同一利

用者に対して同時に貸与した場合の加算限度について 

複数の福祉用具を同一利用者に対して同時に貸与した場合には、保

険給付対象となる福祉用具の貸与に要する費用の合計額の３分の１に

相当する額を限度として加算できるものとする。この場合において、

交通費の額が当該３分の１に相当する額に満たないときは、当該交通

費を合理的な方法により按分して、それぞれの福祉用具に係る加算額

を明確にするものとする。なお、当該加算を算定する利用者について

は、指定居宅サービス基準第 197 条第３項第１号に規定する交通費の

支払いを受けることはできないこととする。 

直ちに第１の５の届出を提出しなければならない。また、当該加算を

算定する事業所は、その旨について利用者に事前に説明を行い、同意

を得てサービスを行う必要があること。 

⑤ 注３に規定する別に厚生労働大臣が定める地域に居住している利用

者に対して、通常の事業の実施地域を越えて複数の福祉用具を同一利

用者に対して同時に貸与した場合の加算限度について 

複数の福祉用具を同一利用者に対して同時に貸与した場合には、保

険給付対象となる福祉用具の貸与に要する費用の合計額の３分の１に

相当する額を限度として加算できるものとする。この場合において、

交通費の額が当該３分の１に相当する額に満たないときは、当該交通

費を合理的な方法により按分して、それぞれの福祉用具に係る加算額

を明確にするものとする。なお、当該加算を算定する利用者について

は、指定居宅サービス基準第 197 条第３項第１号に規定する交通費の

支払いを受けることはできないこととする。 

⑷ 要介護一の者等に係る指定福祉用具貸与費 

① 算定の可否の判断基準 

要介護１の者に係る指定福祉用具貸与費については、その状態像か

ら見て使用が想定しにくい「車いす」、「車いす付属品」、「特殊寝台」、

「特殊寝台付属品」、「床ずれ防止用具」、「体位変換器」、「認知症老人

徘徊感知機器」、「移動用リフト（つり具の部分を除く。）」及び「自動排

泄処理装置」（以下「対象外種目」という。）に対しては、原則として算

定できない。また、「自動排泄処理装置（尿のみを自動的に吸引する機

能のものを除く。）」については、要介護１の者に加え、要介護２及び

要介護３の者に対しては、原則として算定できない。しかしながら利

用者等告示第 31 号のイで定める状態像に該当する者については、軽度

者（要介護１の者をいう。ただし、自動排泄処理装置については、要介

護１、要介護２及び要介護３の者をいう。以下⑷において同じ。）であ

っても、その状態像に応じて利用が想定される対象外種目について指

定福祉用具貸与費の算定が可能であり、その判断については、次のと

おりとする。 

ア～ウ （略） 

② （略） 

⑵ 要介護一の者等に係る指定福祉用具貸与費 

① 算定の可否の判断基準 

要介護１の者に係る指定福祉用具貸与費については、その状態像か

ら見て使用が想定しにくい「車いす」、「車いす付属品」、「特殊寝台」、

「特殊寝台付属品」、「床ずれ防止用具」、「体位変換器」、「認知症老人

徘徊感知機器」、「移動用リフト（つり具の部分を除く。）」及び「自動排

泄処理装置」（以下「対象外種目」という。）に対しては、原則として算

定できない。また、「自動排泄処理装置（尿のみを自動的に吸引する機

能のものを除く。）」については、要介護１の者に加え、要介護２及び

要介護３の者に対しては、原則として算定できない。しかしながら利

用者等告示第 31 号のイで定める状態像に該当する者については、軽度

者（要介護１の者をいう。ただし、自動排泄処理装置については、要介

護１、要介護２及び要介護３の者をいう。以下⑵において同じ。）であ

っても、その状態像に応じて利用が想定される対象外種目について指

定福祉用具貸与費の算定が可能であり、その判断については、次のと

おりとする。 

ア～ウ （略） 

② （略） 

第３ 居宅介護支援費に関する事項 第３ 居宅介護支援費に関する事項 

１ 月の途中で、利用者が死亡し、又は施設に入所した場合等 １ 月の途中で、利用者が死亡し、又は施設に入所した場合等 
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別紙４ 

○ 指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成18年３月17日老計発第

0317001号、老振発第0317001号、老老発第0317001号）（抄）  

 

1 

新 旧 

第１ 届出手続の運用 

１ 届出の受理 

第１ 届出手続の運用 

１ 届出の受理 

⑴ （略） ⑴ （略） 

⑵ 電子情報処理組織による届出 

① ⑴の規定にかかわらず、届出は厚生労働省の使用に係る電子計算機

（入出力装置を含む。以下同じ。）と届出を行おうとする者の使用に係

る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織を使用す

る方法であって、当該電気通信回線を通じて情報が送信され、厚生労

働省の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに当該情報が記録

されるもの（以下「電子情報処理組織を使用する方法」という。）や電

子メールの利用等により行わせることができる。 

 

② ⑴の規定にかかわらず、届出のうち、指定介護予防サービス単位数

表において、電子情報処理組織を使用する方法によるとされた届出に

ついては、電子情報処理組織を使用する方法（やむを得ない事情によ

り当該方法による届出を行うことができない場合にあっては、電子メ

ールの利用その他の適切な方法）により行わせることとする。なお、都

道府県知事等が電子情報処理組織を使用する方法による届出の受理の

準備を完了するまでの間は、この限りでない。 

③ ①、②の電子情報処理組織を使用する方法により行われた届出につ

いては、書面等により行われたものとみなして、本通知及びその他の

当該届出に関する通知の規定を適用する。 

④ 電子情報処理組織を使用する方法や電子メールの利用等により行わ

れた届出は、当該届出を受ける行政機関等の使用に係る電子計算機に

備えられたファイルへの記録がされた時に当該行政機関等に到達した

ものとみなす。 

⑵ 電子情報処理組織による届出 

① ⑴の規定にかかわらず、届出は電子情報処理組織（届出が行われる

べき行政機関等の使用に係る電子計算機（入出力装置を含む。以下同

じ。）とその届出をする者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で

接続した電子情報処理組織をいう。ただし、当該行政機関等の使用に

係る電子計算機と接続した際に当該行政機関等からプログラムが付与

される場合は、その付与されるプログラムを正常に稼働させられる機

能を備えているものに限る。以下同じ。）を使用する方法により行わせ

ることができる。 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

② ①の電子情報処理組織を使用する方法により行われた届出について

は、書面等により行われたものとみなして、本通知及びその他の当該

届出に関する通知の規定を適用する。 

③ 電子情報処理組織を使用する方法により行われた届出は、当該届出

を受ける行政機関等の使用に係る電子計算機に備えられたファイルへ

の記録がされた時に当該行政機関等に到達したものとみなす。 

⑶～⑸ （略） ⑶～⑸ （略） 

⑹ 届出に係る加算等の算定の開始時期 

届出に係る加算等（算定される単位数が増えるものに限る。以下同じ。）

については、適正な支給限度額管理のため、利用者や介護予防支援事業

者に対する周知期間を確保する観点から、届出が毎月 15 日以前になされ

た場合には翌月から、16 日以降になされた場合には翌々月から、算定を

⑹ 届出に係る加算等の算定の開始時期 

届出に係る加算等（算定される単位数が増えるものに限る。以下同じ。）

については、適正な支給限度額管理のため、利用者や介護予防支援事業

者に対する周知期間を確保する観点から、届出が毎月 15 日以前になされ

た場合には翌月から、16 日以降になされた場合には翌々月から、算定を
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開始するものとすること。 

また、介護予防短期入所サービス及び介護予防特定施設入居者生活介

護については、届出に係る加算等については、届出が受理された日が属

する月の翌月（届出が受理された日が月の初日である場合は当該月）か

ら算定を開始するものとすること。 

ただし、令和６年４月から算定を開始する加算等の届出については、

前記にかかわらず、介護予防居宅療養管理指導に係るもの、介護予防福

祉用具貸与及び介護予防支援に係るものについては、同年４月１日以前

に、介護予防短期入所サービス及び介護予防特定施設入居者生活介護に

係るものについては、同年４月１日までになされれば足りるものとする。 

 

介護予防通所リハビリテーションについては、月額定額報酬であるこ

とから、月途中からのサービス開始、月途中でのサービス終了の場合で

あっても、原則として、それぞれ計画上に位置づけられた単位数を算定

することとし、日割り計算は行わない。 

ただし、月途中に①要介護から要支援に変更となった場合、②要支援

から要介護に変更となった場合、③同一保険者管内での転居等により事

業所を変更した場合については、日割り計算による。また、月途中で要支

援度が変更となった場合についても、日割り計算により、それぞれの単

位数を算定するものとする。 

開始するものとすること。 

また、介護予防短期入所サービス及び介護予防特定施設入居者生活介

護については、届出に係る加算等については、届出が受理された日が属

する月の翌月（届出が受理された日が月の初日である場合は当該月）か

ら算定を開始するものとすること。 

ただし、令和３年４月から算定を開始する加算等の届出については、

前記にかかわらず、介護予防訪問通所サービス、介護予防居宅療養管理

指導に係るもの、介護予防福祉用具貸与及び介護予防支援に係るものに

ついては、同年４月１日以前に、介護予防短期入所サービス及び介護予

防特定施設入居者生活介護に係るものについては、同年４月１日までに

なされれば足りるものとする。 

介護予防通所リハビリテーションについては、月額定額報酬であるこ

とから、月途中からのサービス開始、月途中でのサービス終了の場合で

あっても、原則として、それぞれ計画上に位置づけられた単位数を算定

することとし、日割り計算は行わない。 

ただし、月途中に①要介護から要支援に変更となった場合、②要支援

から要介護に変更となった場合、③同一保険者管内での転居等により事

業所を変更した場合については、日割り計算による。また、月途中で要支

援度が変更となった場合についても、日割り計算により、それぞれの単

位数を算定するものとする。なお、要支援２であった者が、介護予防訪問

介護費(Ⅲ)を算定していた場合であって、月途中に、要支援１に変更とな

った場合については、認定日以降は介護予防訪問介護費(Ⅱ)を算定するこ

ととする。 

２～６ （略） ２～６ （略） 

第２ 指定介護予防サービス単位数表に関する事項 第２ 指定介護予防サービス単位数表に関する事項 

１ 通則 

⑴・⑵ （略） 

⑶ 退所日等における介護予防サービス費の算定について 

介護予防短期入所療養介護のサービス終了日（退所・退院日）について

は、介護予防訪問看護費、介護予防訪問リハビリテーション費、介護予防

居宅療養管理指導費及び介護予防通所リハビリテーション費は算定でき

ない。指定相当訪問型サービス等の福祉系サービスは別に算定できるが、

介護予防短期入所サービスにおいても機能訓練やリハビリテーションを

行えることから、退所（退院日）に指定相当通所型サービスを機械的に組

１ 通則 

⑴・⑵ （略） 

⑶ 退所日等における介護予防サービス費の算定について 

介護予防短期入所療養介護のサービス終了日（退所・退院日）について

は、介護予防訪問看護費、介護予防訪問リハビリテーション費、介護予防

居宅療養管理指導費及び介護予防通所リハビリテーション費は算定でき

ない。介護予防訪問介護等の福祉系サービスは別に算定できるが、介護

予防短期入所サービスにおいても機能訓練やリハビリテーションを行え

ることから、退所（退院日）に介護予防通所介護を機械的に組み込むとい
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み込むといった介護予防サービス計画は適正でない。 

また、入所（入院）前に指定相当通所型サービス又は介護予防通所リハ

ビリテーションを機械的に組み込むといった介護予防サービス計画は適

正ではない。 

 

⑷～⑹ （略） 

った介護予防サービス計画は適正でない。 

なお、入所（入院）当日であっても当該入所（入院）前に利用する介護

予防訪問通所サービスは別に算定できる。ただし、入所（入院）前に介護

予防通所介護又は介護予防通所リハビリテーションを機械的に組み込む

といった介護予防サービス計画は適正ではない。 

⑷～⑹ （略） 

⑺ 常勤換算方法及び常勤の具体的な取扱いについて 

常勤換算方法及び常勤の具体的な取扱いについては、①及び②のとお

りとすること。 

① 雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法

律（昭和 47 年法律第 113 号）第 13 条第１項に規定する措置（以下「母

性健康管理措置」という。）又は育児休業、介護休業等育児又は家族介

護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第 76 号。以下「育

児・介護休業法」という。）第 23 条第１項、同条第３項又は同法第 24

条に規定する所定労働時間の短縮等の措置若しくは厚生労働省「事業

場における治療と仕事の両立支援のためのガイドライン」に沿って事

業者が自主的に講じる所定労働時間の短縮措置（以下「育児、介護及び

治療のための所定労働時間の短縮等の措置」という。）が講じられてい

る場合、30 時間以上の勤務で、常勤換算方法での計算に当たり、常勤

の従業者が勤務すべき時間数を満たしたものとし、１として取り扱う

ことを可能とする。 

⑺ 常勤換算方法及び常勤の具体的な取扱いについて 

常勤換算方法及び常勤の具体的な取扱いについては、①及び②のとお

りとすること。 

① 雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法

律（昭和 47 年法律第 113 号）第 13 条第１項に規定する措置（以下「母

性健康管理措置」という。）又は育児休業、介護休業等育児又は家族介

護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第 76 号。以下「育

児・介護休業法」という。）第 23 条第１項、同条第３項又は同法第 24

条に規定する所定労働時間の短縮等の措置（以下「育児及び介護のた

めの所定労働時間の短縮等の措置」という。）が講じられている場合、

30 時間以上の勤務で、常勤換算方法での計算に当たり、常勤の従業者

が勤務すべき時間数を満たしたものとし、１として取り扱うことを可

能とする。 

 

② 当該事業所における勤務時間が、当該事業所において定められてい

る常勤の従業者が勤務すべき時間数（32 時間を下回る場合は 32 時間

を基本とする。）に達していることをいうものであるが、母性健康管理

措置又は育児、介護及び治療のための所定労働時間の短縮等の措置が

講じられている者については、利用者の処遇に支障がない体制が事業

所として整っている場合は、例外的に常勤の従業者が勤務すべき時間

数を 30 時間として取り扱うことを可能とする。 

また、常勤による従業者の配置要件が設けられている場合、従業者

が労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号）第 65 条に規定する休業、母性

健康管理措置、育児・介護休業法第２条第１号に規定する育児休業、

同条第２号に規定する介護休業、同法第 23 条第２項の育児休業に関す

る制度に準ずる措置又は同法第 24 条第１項（第２号に係る部分に限

る。）の規定により同項第２号に規定する育児休業に関する制度に準じ

② 当該事業所における勤務時間が、当該事業所において定められてい

る常勤の従業者が勤務すべき時間数（32 時間を下回る場合は 32 時間

を基本とする。）に達していることをいうものであるが、母性健康管理

措置又は育児及び介護のための所定労働時間の短縮等の措置が講じら

れている者については、利用者の処遇に支障がない体制が事業所とし

て整っている場合は、例外的に常勤の従業者が勤務すべき時間数を 30

時間として取り扱うことを可能とする。 

また、常勤による従業者の配置要件が設けられている場合、従業者

が労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号）第 65 条に規定する休業、母性

健康管理措置、育児・介護休業法第２条第１号に規定する育児休業、

同条第２号に規定する介護休業、同法第 23 条第２項の育児休業に関す

る制度に準ずる措置又は同法第 24 条第１項（第２号に係る部分に限

る。）の規定により同項第２号に規定する育児休業に関する制度に準じ
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て講ずる措置による休業を取得中の期間において、当該要件において

求められる資質を有する複数の非常勤の従業者を常勤の従業者の員数

に換算することにより、当該要件を満たすことが可能であることとす

る。 

て講ずる措置による休業を取得中の期間において、当該要件において

求められる資質を有する複数の非常勤の従業者を常勤の従業者の員数

に換算することにより、当該要件を満たすことが可能であることとす

る。 

⑻ （略） ⑻ （略） 

⑼ 令和６年４月から５月までの取扱い 

① 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準等の一部を

改正する告示（令和６年厚生労働省告示第86号）において、介護予防

訪問看護費、介護予防訪問リハビリテーション費、介護予防居宅療養

管理指導費及び介護予防通所リハビリテーション費（以下「介護予防

訪問看護費等」という。）に係る改正は令和６年６月施行となってい

るところ、令和６年４月から５月までの間の介護予防訪問看護費等の

算定は、「「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準

（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部

分）及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の制

定に伴う実施上の留意事項について」等の一部改正について」（令和

６年３月15日老高発0315001老認発0315001老健発0315001）による改

正前の本通知に基づき実施するものとする。 

② 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準等の一部を

改正する告示（令和６年厚生労働省告示第86号）において、介護職員

処遇改善加算、介護職員等特定処遇改善加算及び介護職員等ベースア

ップ等支援加算（以下「処遇改善３加算」）の一本化は令和６年６月

施行となっているところ、令和６年４月から５月までの間の処遇改善

３加算の内容については、別途通知（「介護職員等処遇改善加算等に

関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示につい

て」）を参照すること。 

（新設） 

２ 介護予防訪問入浴介護費 

⑴ （略） 

２ 介護予防訪問入浴介護費 

⑴ （略） 

⑵ 高齢者虐待防止措置未実施減算について 

高齢者虐待防止措置未実施減算については、事業所において高齢者虐

待が発生した場合ではなく、指定介護予防サービス基準第 53 条の 10 の

２に規定する措置を講じていない場合に、利用者全員について所定単位

数から減算することとなる。具体的には、高齢者虐待防止のための対策

を検討する委員会を定期的に開催していない、高齢者虐待防止のための

（新設） 
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ている感染症はない。 

③ 適切な感染対策とは、手洗いや個人防護具の着用等の標準予防策（ス

タンダード・プリコーション）の徹底、ゾーニング、コホーティング、

感染者以外の入所者も含めた健康観察等を指し、具体的な感染対策の

方法については、「介護現場における感染対策の手引き（第３版）」を参

考とすること。 

⒄ 生産性向上推進体制加算について 

介護予防短期入所生活介護と同様であるので、７⒆を参照されたい。 

（新設） 

⒅ サービス提供体制強化加算について 

① ２の⑾④から⑧までを準用する。 

② （略） 

⑿ サービス提供体制強化加算について 

① ２の⑼④から⑧までを準用する。 

② （略） 

⒆ 介護職員等処遇改善加算について 

介護予防訪問入浴介護と同様であるので、２⑿を参照のこと。 

⒀ 介護職員処遇改善加算について 

介護予防訪問入浴介護と同様であるので、２⑽を参照のこと。 

（削る） ⒁ 介護職員等特定処遇改善加算について 

介護予防訪問入浴介護と同様であるので、２⑾を参照のこと。 

（削る） ⒂ 介護職員等ベースアップ等支援加算について 

介護予防訪問入浴介護と同様であるので、２⑿を参照のこと。 

10 介護予防福祉用具貸与費 10 介護予防福祉用具貸与費 

⑴ 高齢者虐待防止措置未実施減算について 

介護予防訪問入浴介護と同様であるので、２⑵を参照されたい。 

 （新設） 

⑵ 業務継続計画未策定減算について 

介護予防訪問入浴介護と同様であるので、２⑶を参照されたい。 

（新設） 

⑶ 事業所が離島等に所在する場合における交通費の加算の取扱いは、以

下のとおりである。 

① 交通費の算出方法について 

注３から注５までに規定する「通常の事業の実施地域において指定

介護予防福祉用具貸与を行う場合に要する交通費」の額は、最も経済

的な通常の経路及び方法（航空賃等に階級がある場合は、最も安価な

階級）による交通費とすることを基本として、実費（空路で運搬又は

移動する場合には航空賃、水路で運搬又は移動する場合には船賃、陸

路で運搬又は移動する場合には燃料代及び有料道路代（運送業者を利

用して運搬した場合はその利用料））を基礎とし、複数の福祉用具を同

一利用者に貸与して同時に運搬若しくは移動を行う場合又は一度に複

数の利用者に係る介護予防福祉用具貸与のための運搬又は移動を行う

⑴ 事業所が離島等に所在する場合における交通費の加算の取扱いは、以

下のとおりである。 

① 交通費の算出方法について 

注１から注３までに規定する「通常の事業の実施地域において指定

介護予防福祉用具貸与を行う場合に要する交通費」の額は、最も経済

的な通常の経路及び方法（航空賃等に階級がある場合は、最も安価な

階級）による交通費とすることを基本として、実費（空路で運搬又は

移動する場合には航空賃、水路で運搬又は移動する場合には船賃、陸

路で運搬又は移動する場合には燃料代及び有料道路代（運送業者を利

用して運搬した場合はその利用料））を基礎とし、複数の福祉用具を同

一利用者に貸与して同時に運搬若しくは移動を行う場合又は一度に複

数の利用者に係る介護予防福祉用具貸与のための運搬又は移動を行う
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場合における交通費の実費を勘案して、合理的に算出するものとする。 

② （略） 

③ 注３に規定する別に厚生労働大臣が定める地域に所在する指定介護

予防福祉用具貸与事業所が複数の福祉用具を同一利用者に対して同時

に貸与した場合の加算限度について 

複数の福祉用具を同一利用者に対して同時に貸与した場合には、保

険給付対象となる福祉用具の貸与に要する費用の合計額の 100 分の

100 に相当する額を限度として加算できるものとする。 

この場合において、交通費の額が当該 100 分の 100 に相当する額に

満たないときは、当該交通費を合理的な方法により按分して、それぞ

れの福祉用具に係る加算額を明確にするものとする。 

④ 注４に規定する別に厚生労働大臣が定める地域に所在し、かつ、別

に厚生労働大臣が定める施設基準に適合する指定介護予防福祉用具貸

与事業所が複数の福祉用具を同一利用者に対して同時に貸与した場合

の加算限度について 

複数の福祉用具を同一利用者に対して同時に貸与した場合には、保

険給付対象となる福祉用具の貸与に要する費用の合計額の３分の２に

相当する額を限度として加算できるものとする。 

この場合において、交通費の額が当該３分の２に相当する額に満た

ないときは、当該交通費を合理的な方法により按分して、それぞれの

福祉用具に係る加算額を明確にするものとする。 

なお、実利用者数とは前年度（３月を除く。）の１月当たりの平均実

利用者数をいうものとし、前年度の実績が６月に満たない事業所（新

たに事業を開始し、又は再開した事業所を含む。）については、直近の

３月における１月当たりの平均実利用者数を用いるものとする。した

がって、新たに事業を開始し、又は再開した事業者については、４月

目以降届出が可能となるものであること。平均実利用者数については、

毎月ごとに記録するものとし、所定の人数を上回った場合については、

直ちに第１の５の届出を提出しなければならない。また、当該加算を

算定する事業所は、その旨について利用者に事前に説明を行い、同意

を得てサービスを行う必要があること。 

⑤ 注５に規定する別に厚生労働大臣が定める地域に居住している利用

者に対して、通常の事業の実地地域を越えて複数の福祉用具を同一利

用者に対して同時に貸与した場合の加算限度について 

場合における交通費の実費を勘案して、合理的に算出するものとする。 

② （略） 

③ 注１に規定する別に厚生労働大臣が定める地域に所在する指定介護

予防福祉用具貸与事業所が複数の福祉用具を同一利用者に対して同時

に貸与した場合の加算限度について 

複数の福祉用具を同一利用者に対して同時に貸与した場合には、保

険給付対象となる福祉用具の貸与に要する費用の合計額の 100 分の

100 に相当する額を限度として加算できるものとする。 

この場合において、交通費の額が当該 100 分の 100 に相当する額に

満たないときは、当該交通費を合理的な方法により按分して、それぞ

れの福祉用具に係る加算額を明確にするものとする。 

④ 注２に規定する別に厚生労働大臣が定める地域に所在し、かつ、別

に厚生労働大臣が定める施設基準に適合する指定介護予防福祉用具貸

与事業所が複数の福祉用具を同一利用者に対して同時に貸与した場合

の加算限度について 

複数の福祉用具を同一利用者に対して同時に貸与した場合には、保

険給付対象となる福祉用具の貸与に要する費用の合計額の３分の２に

相当する額を限度として加算できるものとする。 

この場合において、交通費の額が当該３分の２に相当する額に満た

ないときは、当該交通費を合理的な方法により按分して、それぞれの

福祉用具に係る加算額を明確にするものとする。 

なお、実利用者数とは前年度（３月を除く。）の１月当たりの平均実

利用者数をいうものとし、前年度の実績が６月に満たない事業所（新

たに事業を開始し、又は再開した事業所を含む。）については、直近の

３月における１月当たりの平均実利用者数を用いるものとする。した

がって、新たに事業を開始し、又は再開した事業者については、４月

目以降届出が可能となるものであること。平均実利用者数については、

毎月ごとに記録するものとし、所定の人数を上回った場合については、

直ちに第１の５の届出を提出しなければならない。また、当該加算を

算定する事業所は、その旨について利用者に事前に説明を行い、同意

を得てサービスを行う必要があること。 

⑤ 注３に規定する別に厚生労働大臣が定める地域に居住している利用

者に対して、通常の事業の実地地域を越えて複数の福祉用具を同一利

用者に対して同時に貸与した場合の加算限度について 
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複数の福祉用具を同一利用者に対して同時に貸与した場合には、保

険給付対象となる福祉用具の貸与に要する費用の合計額の３分の１に

相当する額を限度として加算できるものとする。 

この場合において、交通費の額が当該３分の１に相当する額に満た

ないときは、当該交通費を合理的な方法により按分して、それぞれの

福祉用具に係る加算額を明確にするものとする。なお、当該加算を算

定する利用者については、指定介護予防サービス基準第 269 条第３項

第１号に規定する交通費の支払いを受けることはできないこととす

る。 

複数の福祉用具を同一利用者に対して同時に貸与した場合には、保

険給付対象となる福祉用具の貸与に要する費用の合計額の３分の１に

相当する額を限度として加算できるものとする。 

この場合において、交通費の額が当該３分の１に相当する額に満た

ないときは、当該交通費を合理的な方法により按分して、それぞれの

福祉用具に係る加算額を明確にするものとする。なお、当該加算を算

定する利用者については、指定介護予防サービス基準第 269 条第３項

第１号に規定する交通費の支払いを受けることはできないこととす

る。 

⑷ （略） ⑵ （略） 

11 介護予防支援 11 介護予防支援 

⑴ 高齢者虐待防止措置未実施減算について 

高齢者虐待防止措置未実施減算については、事業所において高齢者虐

待が発生した場合ではなく、介護予防支援基準第 26 条の２に規定する措

置を講じていない場合に、利用者全員について所定単位数から減算する

こととなる。具体的には、高齢者虐待防止のための対策を検討する委員

会を定期的に開催していない、高齢者虐待防止のための指針を整備して

いない、高齢者虐待防止のための年１回以上の研修を実施していない又

は高齢者虐待防止措置を適正に実施するための担当者を置いていない事

実が生じた場合、速やかに改善計画を都道府県知事に提出した後、事実

が生じた月から３月後に改善計画に基づく改善状況を都道府県知事に報

告することとし、事実が生じた月の翌月から改善が認められた月までの

間について、利用者全員について所定単位数から減算することとする。 

（新設） 

⑵ 業務継続計画未策定減算について 

業務継続計画未策定減算については、指定介護予防支援等基準第 18 条

の２第１項に規定する基準を満たさない事実が生じた場合に、その翌月

（基準を満たさない事実が生じた日が月の初日である場合は当該月）か

ら基準に満たない状況が解消されるに至った月まで、当該事業所の利用

者全員について、所定単位数から減算することとする。 

なお、経過措置として、令和７年３月 31 日までの間、当該減算は適用

しないが、義務となっていることを踏まえ、速やかに作成すること。 

（新設） 

⑶ 注６について 

実利用者数とは前年度（３月を除く。）の１月当たりの平均実利用者数

をいうものとし、前年度の実績が６月に満たない事業所（新たに事業を

（新設） 
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：令和６年４月改定箇所

Ⅰ　指定居宅サービス介護給付費単位数の算定構造

　１　訪問介護費

　２　訪問入浴介護費

　３　訪問看護費

　４　訪問リハビリテーション費

　５　居宅療養管理指導費

　６　通所介護費

　７　通所リハビリテーション費

　８　短期入所生活介護費

　９　短期入所療養介護費

　　　イ　介護老人保健施設における短期入所療養介護費

　　　ロ　療養病床を有する病院における短期入所療養介護費

　　　ハ　診療所における短期入所療養介護費

　　　ニ　（削除）

　　　ホ　介護医療院における短期入所療養介護費

　１０　特定施設入居者生活介護費

　１１　福祉用具貸与費

Ⅱ　指定居宅介護支援介護給付費単位数の算定構造

　　　　居宅介護支援費

Ⅲ　指定施設サービス等介護給付費単位数の算定構造

　１　介護福祉施設サービス

　２　介護保健施設サービス

　３　（削除）

　４　介護医療院サービス

介　護　報　酬　の　算　定　構　造

介　護　サ　ー　ビ　ス

社保審－介護給付費分科会
第239回（R6.1.22） 参考資料２－１

35



１０　特定施設入居者生活介護費

　
注 注 注 注 注 注 注 注 注

看護・介護
職員の員数
が基準に満
たない場合

介護職員の
員数が基準
に満たない
場合

身体拘束廃
止未実施減
算

高齢者虐待
防止措置未
実施減算

業務継続計
画未策定減
算

入居継続支
援加算（Ⅰ）

入居継続支
援加算（Ⅱ）

生活機能向
上連携加算
（Ⅰ）

生活機能向
上連携加算
（Ⅱ）

個別機能訓
練加算（Ⅰ）

個別機能訓
練加算（Ⅱ）

ADL維持等
加算（Ⅰ）

ADL維持等
加算（Ⅱ）

夜間看護体
制加算（Ⅰ）

夜間看護体
制加算（Ⅱ）

若年性認知
症入居者受
入加算

口腔・栄養
スクリーニン
グ加算

科学的介護
推進体制加
算

障害者等支
援加算

要介護１ （ 542 単位）

要介護２ （ 609 単位）

要介護３ （ 679 単位）

要介護４ （ 744 単位）

要介護５ （ 813 単位）

・訪問介護

・身体介護 所要時間15分未満の場合　94単位

所要時間15分以上30分未満の場合　189単位

所要時間30分以上１時間30分未満の場合　256単位
に所要時間30分から計算して所要時間が15分増すご
とに85単位を加算した単位数
所要時間１時間30分以上の場合　548単位に所要時
間１時間30分から計算して所要時間が15分増すごと
に36単位を加算した単位数

・生活援助 所要時間15分未満の場合　48単位

所要時間15分以上１時間未満の場合　94単位に所
要時間15分から計算して所要時間が15分増すごとに
48単位を加算した単位数
所要時間１時間以上１時間15分未満の場合　214単
位
所要時間１時間15分以上の場合　256単位

・通院等乗降介助 １回につき　85単位

要介護１ （ 542 単位）

要介護２ （ 609 単位）

要介護３ （ 679 単位）

要介護４ （ 744 単位）

要介護５ （ 813 単位）

※　限度額 要介護１ 16,355単位
要介護２ 18,362単位
要介護３ 20,490単位
要介護４ 22,435単位
要介護５ 24,533単位

※　短期利用特定施設入居者生活介護は、区分支給限度基準額に含まれる。
※　身体拘束廃止未実施減算については、ロ及びハを算定する場合は、令和７年４月１日から適用する。

１１　福祉用具貸与費

注 注

高齢者虐待防
止措置未実施
減算

業務継続計
画未策定減
算

車いす

車いす付属品

特殊寝台

体位変換器

手すり

スロープ

歩行器

歩行補助つえ

移動用リフト

自動排泄処理装置

※　高齢者虐待防止措置未実施減算については令和９年４月１日から適用する。

※　業務継続計画未策定減算については令和７年４月１日から適用する。

注
所定単位は、イからルまでにより算定した単位数の合計

注
所定単位は、イからルまでにより算定した単位数の合計

注
所定単位は、イからルまでにより算定した単位数の合計

－１／１００

（１）　介護職員処遇改善加算（Ⅰ）

（1月につき　＋所定単位×82／１０００）

（２）　介護職員処遇改善加算（Ⅱ）

（1月につき　＋所定単位×60／１０００）

ヲ　介護職員処遇改善
　　加算

（250単位）

－１／１００ －３／１００

協力医療機関連携加算

チ　高齢者施設等感染対
策向上加算

（１）　高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅰ）

（１月につき　１０単位を加算）

（２）　高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅱ）

（１月につき　５単位を加算）

－１／１００

注

中山間地域等における小規模事
業所加算

交通費に相当する額の２／３に相
当する額を事業所の所在地に適
用される１単位の単価で除して得
た単位数を加算（個々の用具ごと
に貸与費の２／３を限度）

※　介護職員処遇改善加算、介護職員等特定処遇改善加算及び介護職員等ベースアップ等支援加算については令和６年５月３１日まで算定可能。

（１）　死亡日以前31日以上45日以下

（１日につき　572単位を加算）

（１日につき　1180単位を加算）

（４）　死亡日

（１日につき　30単位を加算）

ヘ　看取り介護加算
　　（イを算定する場合のみ
　　算定）

（１日につき　144単位を加算）

ニ　退院・退所時連携加算
　　（イを算定する場合のみ算定）

基本部分

ト　認知症専門ケア加算
　　（イを算定する場合のみ
　　算定）

（１日につき　3単位を加算）

（２）　認知症専門ケア加算（Ⅱ）

（１日につき　4単位を加算）

（２）　生産性向上推進体制加算（Ⅱ）

ヌ　生産性向上推進体制加算
　（イ又はハを算定する場合の
み算定）

（１）　生産性向上推進体制加算（Ⅰ）

（１月につき　１００単位を加算）

（３）　死亡日以前２日又は３日

注 注

1日につき
＋12単位

×70／１００

×70／１００

1月につき
＋20単位

１月につき
＋100単位
（３月に１回
を限度）

1日につき
＋1８単位

注

委託先である指定居宅サービス事業者により居宅サービスが行われる場合

１月につき
＋40単位

（１）看取り介護加算
（Ⅰ）

イ　特定施設入居者生活介護費
　　（１日につき）

×70／１００
1日につき
＋36単位

注注

1日につき
＋９単位

※　ただし、基本部分も含めて要介護度別に定める限度を上限とする。

相談・診療
を行う体制
を常時確保
している協
力医療機関
と連携して
いる場合

１月につき
＋１００単位

左記以外の
協力医療機
関と連携し
ている場合

１月につき
＋４０単位

ハ　短期利用特定施設入居者生活介護費
　　（１日につき）※

１回につき
＋20単位
（６月に１回
を限度）

1日につき
＋120単位

1日につき
＋120単位

1日につき
＋１８単位

1月につき
＋200単位
※ただし、個
別機能訓練
加算を算定
している場

合は、
１月につき

＋１００単位

・他の訪問系サービス及び通所系サービス

　通常の各サービスの基本部分の報酬単位の　９０／１００

・福祉用具貸与

　通常の福祉用具貸与と同様

１日につき
＋20単位

（１日につき　１８単位を加算）

（１日につき　1780単位を加算）

（２）　死亡日以前４日以上30日以下

（１日につき　644単位を加算）

（１）　認知症専門ケア加算（Ⅰ）

1月につき
＋30単位

1月につき
＋60単位

1日につき
＋22単位

（４）　死亡日

（１）　死亡日以前31日以上45日以下

（１日につき　72単位を加算）

－１／１００

（２）　死亡日以前４日以上30日以下

（３）　死亡日以前２日又は３日

（１日につき　680単位を加算）

中山間地域等に居住する者への
サービス提供加算

ホ　退居時情報提供加算
　（イを算定する場合のみ算定）

リ　新興感染症等施設療養
費

（１月に１回、連続する５日を限度に　２４０単位を算定）

基本部分

（１月につき　＋所定単位×33／１０００）

（１）　介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）

（２）　介護職員等特定処遇改善加算（Ⅱ）

（１月につき　＋所定単位×１５／１０００）

（１日につき　２２単位を加算）

ル　サービス提供体制
　　強化加算

（１）　サービス提供体制強化加算（Ⅰ）

注注

　福祉用具貸与費
（現に指定福祉用具貸与に要
した費用の額を当該事業所の
所在地に適用される１単位の
単価で除して得た単位数）

交通費に相当する額を事業所
の所在地に適用される１単位の
単価で除して得た単位数を加
算（個々の用具ごとに貸与費の
１００／１００を限度）

交通費に相当する額の１／３に相
当する額を事業所の所在地に適用
される１単位の単価で除して得た単
位数を加算（個々の用具ごとに貸
与費の１／３を限度）

特殊寝台付属品

床ずれ防止用具

特別地域福祉用具貸与加算

（３）　サービス提供体制強化加算（Ⅲ）

ー１０／１００

（1月につき　＋所定単位×１２／１０００）

認知症老人徘徊感知機器

（1月につき　＋所定単位×１８／１０００）

（１日につき　６単位を加算）

（２）　サービス提供体制強化加算（Ⅱ）

（２）看取り介護加算
（Ⅱ）

（１日につき　1,280単位を加算）

（１月につき　１０単位を加算）

　：　「特別地域福祉用具貸与加算」、「中山間地域等における小規模事業所加算」及び「中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算」は、支給限度額管理の対象外の算定項目

※　要介護１の者については、車いす、車いす付属品、特殊寝台、特殊寝台付属品、床ずれ防止用具、体位変換器、認知症老人徘徊感知機器、移動用リフトを算定しない。
　自動排泄処理装置については要介護１から要介護３の者については算定しない。（ただし、別に厚生労働大臣が定める状態にある者を除く。）

注

ロ　外部サービス利用型特定施設入居者生活介護費
　　（１日につき　８４単位）

※　業務継続計画未策定減算については、感染症の予防及びまん延の防止のための指針の整備及び非常災害に関する具体的計画の策定を行っている場合には、令和７年３月３１日までの間適用しない。

注

1日につき
＋9単位

ワ　介護職員等特定処遇
　　改善加算

カ　介護職員等ベース
　　アップ等支援加算

（３）　介護職員処遇改善加算（Ⅲ）

介護　14

36



　

：令和６年４月改定箇所

Ⅰ　指定介護予防サービス介護給付費単位数の算定構造

　１　介護予防訪問入浴介護費

　２　介護予防訪問看護費

　３　介護予防訪問リハビリテーション費

　４　介護予防居宅療養管理指導費

　５　介護予防通所リハビリテーション費

　６　介護予防短期入所生活介護費

　７　介護予防短期入所療養介護費

　　　イ　介護老人保健施設における介護予防短期入所療養介護費

　　　ロ　療養病床を有する病院における介護予防短期入所療養介護費

　　　ハ　診療所における介護予防短期入所療養介護費

　　　ニ　（削除）

　　　ホ　介護医療院における介護予防短期入所療養介護費

　８　介護予防特定施設入居者生活介護費

　９　介護予防福祉用具貸与費

Ⅱ　指定介護予防支援介護給付費単位数の算定構造

　　　　介護予防支援費

介　護　報　酬　の　算　定　構　造

介　護　予　防　サ　ー　ビ　ス

37



８　介護予防特定施設入居者生活介護費

注 注 注 注 注 注 注 注 注

看護・介護職員
の員数が基準に
満たない場合

介護職員の員数
が基準に満たな
い場合

身体拘束廃止
未
実施減算

高齢者虐待防止
措置未実施減算

業務継続計画未
策定減算

生活機能向上
連携加算（Ⅰ）

生活機能向上
連携加算（Ⅱ）

個別機能訓練
加算（Ⅰ）

個別機能訓練
加算（Ⅱ）

若年性認知症入
居者受入加算

口腔・栄養スク
リーニング加算

科学的介護推
進体制加算

障害者等支援加
算

要支援１ （ 183 単位）

要支援２ （ 313 単位）

※　限度額

９　介護予防福祉用具貸与費

注 注

高齢者虐待防止措
置未実施減算

業務継続計画未策
定減算

※　業務継続計画未策定減算については、令和７年４月１日から適用する。

※　高齢者虐待防止措置未実施減算については、令和９年４月１日から適用する。

交通費に相当する額の２／３に相当す
る額を事業所の所在地に適用される１
単位の単価で除して得た単位数を加算
（個々の用具ごとに貸与費の
２／３を限度）

（３）　介護職員処遇改善加算（Ⅲ）

（1月につき　＋所定単位×33／１０００）

注
所定単位は、イからチまでにより算定した単位数の合計

注
所定単位は、イからチまでにより算定した単位数の合計

注

ル　介護職員等
　ベースアップ等
　支援加算

スロープ

歩行器

（1月につき　＋所定単位×１５／１０００）

※　身体拘束廃止未実施減算については、ロを算定する場合は、令和７年４月１日から適用する。

－１０／１００

－１／１００

注
所定単位は、イからチまでにより算定した単位数の合計

チ　サービス提供体制強化加算

車いす付属品

特殊寝台付属品

－１／１００

ト　生産性向上推進体制加算
（イを算定する場合のみ算定） （２）　生産性向上推進体制加算(Ⅱ）

（１月につき　１０単位を加算）

（１月につき　５単位を加算）

－３／１００

×７０／１００

注

中山間地域等に居住する者へのサービ
ス提供加算

※　業務継続計画未策定減算については、感染症の予防及びまん延の防止のための指針の整備及び非常災害に関する具体的計画の策定を行っている場合には、令和７年３月３１日までの間適用しない。

リ　介護職員
　　処遇改善
　　加算

（１）　介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）

（１）　介護職員処遇改善加算（Ⅰ）

※　介護職員処遇改善加算、介護職員等特定処遇改善加算及び介護職員等ベースアップ等支援加算については、令和６年５月３１日まで算定可能。

交通費に相当する額の１／３に相当す
る額を事業所の所在地に適用される１
単位の単価で除して得た単位数を加算
（個々の用具ごとに貸与費の
１／３を限度）

（1月につき　＋所定単位×８２／１０００）

（２）　介護職員処遇改善加算（Ⅱ）

（1月につき　＋所定単位×６０／１０００）

中山間地域等における小規模
事業所加算

注

特別地域介護予防福祉用具貸与
加算

車いす

自動排泄処理装置

（1月につき　＋所定単位×１２／１０００）

（１日につき　２２単位を加算）

（３）　サービス提供体制強化加算（Ⅲ）

（１）高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅰ）

（１月につき　１０単位を加算）

（１）　生産性向上推進体制加算（Ⅰ）

（１月につき　１００単位を加算）

要支援１　　　5,032単位

要支援2　　10,531単位

（２）高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅱ）

特殊寝台

基本部分

（１日につき　６単位を加算）

ヌ　介護職員等
　　特定処遇
　　改善加算

（1月につき　＋所定単位×１８／１０００）

（２）　介護職員等特定処遇改善加算（Ⅱ）

１日につき
＋20単位

　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき   57単位）

（１）　サービス提供体制強化加算（Ⅰ）

ニ　認知症専門ケア加算
　　（イを算定する場合のみ算定）

１月につき
＋４０単位

１月につき
＋20単位

（１月に１回、連続する５日を限度として　２４０単位を算
定）

ホ　高齢者施設等感染対策向上加算

（１日につき　4単位を加算）

ヘ　新興感染症等施設療養費

注

委託先である指定介護予防サービス事業者により介護予防サービス
が行われる場合

注

１日につき
＋12単位

・指定訪問介護
　・１週に１回程度の訪問介護が必要とされた者　1,032単位
　・１週に２回程度の訪問介護が必要とされた者　2,066単位
　・１週に２回を超える訪問介護が必要とされた者
　　（要支援２である者に限る。）　3,277単位
・指定通所介護
　・要支援１　1,511単位
　・要支援２　3,099単位

ハ　退居時情報提供加算
イを算定する場合のみ算定

・介護予防福祉用具貸与
　介護予防の福祉用具貸与と同様

※ただし、基本部分も含めて介護予防サービスの区分支給限度基
準額
　を限度とする。
※訪問介護系サービスについては、「指定訪問介護」によるもの、
　「総合事業（「指定第一号訪問事業」）によるもの」がある。
※通所介護系サービスについては、「指定通所介護」によるもの、
　「総合事業（「指定第一号通所事業」）によるもの」がある。

ロ　外部サービス利用型介護予防特定施設入居者生活介護費

イ　介護予防特定施設入居者生活介護費
　　（1日につき）

・介護予防訪問系及び介護予防通所系サービス
　通常の各サービスの基本部分の報酬単位の　９０／１００
　※介護予防通所リハビリテーションの選択的サービス（運動器機能
向上、栄養改善、口腔機能向上）の加算の算定が可能
　※介護予防認知症対応型通所介護の個別機能訓練加算、栄養
改善加算、口腔機能向上加算の算定が可能

１日につき
＋120単位

１回につき
＋20単位

（６月に１回を
限度）

協力医療機関連携加算

基本部分

（１日につき　3単位を加算）

注

相談・診療を行う
体制を常時確保
している協力医療
機関と連携してい

る場合

１月につき
＋１００単位

左記以外の協力
医療機関と連携し

ている場合

１月につき
＋４０単位

１月につき
＋100単位

（３月に１回を限
度）

注

1月につき
＋200単位

※ただし、個別
機能訓練加算を
算定している場
合は、１月につき

＋100単位

（１日につき　１８単位を加算）

（２５０単位）

歩行補助つえ

床ずれ防止用具

（２）　認知症専門ケア加算（Ⅱ）

×７０／１００

（１）　認知症専門ケア加算（Ⅰ）

（２）　サービス提供体制強化加算（Ⅱ）

　：　「特別地域介護予防福祉用具貸与加算」、「中山間地域等における小規模事業所加算」及び「中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算」は、支給限度額管理の対象外となる算定項目

※　要支援１又は要支援２の者については、車いす、車いす付属品、特殊寝台、特殊寝台付属品、床ずれ防止用具、体位変換器、認知症老人徘徊感知機器、移動用リフト、自動排泄処理装置を算定しない。（ただし、別に厚生労働大臣が定める状態にある者を除く。）

認知症老人徘徊感知機器

移動用リフト

介護予防福祉用具貸与費
（現に指定介護予防福祉用具貸与に要した
費用の額を当該事業所の所在地に適用さ
れる１単位の単価で除して得た単位数）

交通費に相当する額を事業所の所在
地に適用される１単位の単価で除して
得た単位数を加算
（個々の用具ごとに貸与費の
１００／１００を限度）

－１／１００ －１／１００手すり

体位変換器

予防　10
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：令和６年６月改定箇所

Ⅰ　指定居宅サービス介護給付費単位数の算定構造

　１　訪問介護費

　２　訪問入浴介護費

　３　訪問看護費

　４　訪問リハビリテーション費

　５　居宅療養管理指導費

　６　通所介護費

　７　通所リハビリテーション費

　８　短期入所生活介護費

　９　短期入所療養介護費

　　　イ　介護老人保健施設における短期入所療養介護費

　　　ロ　療養病床を有する病院における短期入所療養介護費

　　　ハ　診療所における介護予防短期入所療養介護費

　　　ニ　（削除）

　　　ホ　介護医療院における短期入所療養介護費

　１０　特定施設入居者生活介護費

　１１　福祉用具貸与費

Ⅱ　指定居宅介護支援介護給付費単位数の算定構造

　　　　居宅介護支援費

Ⅲ　指定施設サービス等介護給付費単位数の算定構造

　１　介護福祉施設サービス

　２　介護保健施設サービス

　３　（削除）

　４　介護医療院サービス

介　護　報　酬　の　算　定　構　造

介　護　サ　ー　ビ　ス

社保審－介護給付費分科会
第239回（R6.1.22） 参考資料２－２
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１０　特定施設入居者生活介護費

　
注 注 注 注 注 注 注 注 注

看護・介護
職員の員数
が基準に満
たない場合

介護職員の
員数が基準
に満たない
場合

身体拘束廃
止未実施減
算

高齢者虐待
防止措置未
実施減算

業務継続計
画未策定減
算

入居継続支
援加算（Ⅰ）

入居継続支
援加算（Ⅱ）

生活機能向
上連携加算
（Ⅰ）

生活機能向
上連携加算
（Ⅱ）

個別機能訓
練加算（Ⅰ）

個別機能訓
練加算（Ⅱ）

ADL維持等
加算（Ⅰ）

ADL維持等
加算（Ⅱ）

夜間看護体
制加算（Ⅰ）

夜間看護体
制加算（Ⅱ）

若年性認知
症入居者受
入加算

口腔・栄養
スクリーニン
グ加算

科学的介護
推進体制加
算

障害者等支
援加算

要介護１ （ 542 単位）

要介護２ （ 609 単位）

要介護３ （ 679 単位）

要介護４ （ 744 単位）

要介護５ （ 813 単位）

・訪問介護

・身体介護 所要時間15分未満の場合　94単位

所要時間15分以上30分未満の場合　189単位

所要時間30分以上１時間30分未満の場合　256単位
に所要時間30分から計算して所要時間が15分増すご
とに85単位を加算した単位数
所要時間１時間30分以上の場合　548単位に所要時
間１時間30分から計算して所要時間が15分増すごと
に36単位を加算した単位数

・生活援助 所要時間15分未満の場合　48単位

所要時間15分以上１時間未満の場合　94単位に所
要時間15分から計算して所要時間が15分増すごとに
48単位を加算した単位数
所要時間１時間以上１時間15分未満の場合　214単
位
所要時間１時間15分以上の場合　256単位

・通院等乗降介助 １回につき　85単位

要介護１ （ 542 単位）

要介護２ （ 609 単位）

要介護３ （ 679 単位）

要介護４ （ 744 単位）

要介護５ （ 813 単位）

※　限度額 要介護１ 16,355単位
要介護２ 18,362単位
要介護３ 20,490単位
要介護４ 22,435単位
要介護５ 24,533単位

※　短期利用特定施設入居者生活介護は、区分支給限度基準額に含まれる。
※　身体拘束廃止未実施減算については、ロ及びハを算定する場合は、令和７年４月１日から適用する。

１１　福祉用具貸与費

注 注

高齢者虐待防
止措置未実施
減算

業務継続計
画未策定減
算

車いす

車いす付属品

特殊寝台

体位変換器

手すり

スロープ

歩行器

歩行補助つえ

移動用リフト

自動排泄処理装置

注

ロ　外部サービス利用型特定施設入居者生活介護費
　　（１日につき　８４単位）

※　業務継続計画未策定減算については、感染症の予防及びまん延の防止のための指針の整備及び非常災害に関する具体的計画の策定を行っている場合には、令和７年３月３１日までの間適用しない。

注

1日につき
＋9単位

（１日につき　６単位を加算）

ル　サービス提供体制
　　強化加算

（１）　サービス提供体制強化加算（Ⅰ）

（３）　介護職員等処遇改善加算（Ⅲ）

（３）　サービス提供体制強化加算（Ⅲ）

※　要介護１の者については、車いす、車いす付属品、特殊寝台、特殊寝台付属品、床ずれ防止用具、体位変換器、認知症老人徘徊感知機器、移動用リフトを算定しない。
　自動排泄処理装置については要介護１から要介護３の者については算定しない。（ただし、別に厚生労働大臣が定める状態にある者を除く。）

注注

　福祉用具貸与費
（現に指定福祉用具貸与に要
した費用の額を当該事業所の
所在地に適用される１単位の
単価で除して得た単位数）

交通費に相当する額を事業所
の所在地に適用される１単位の
単価で除して得た単位数を加
算（個々の用具ごとに貸与費の
１００／１００を限度）

交通費に相当する額の１／３に相
当する額を事業所の所在地に適用
される１単位の単価で除して得た単
位数を加算（個々の用具ごとに貸
与費の１／３を限度）

特殊寝台付属品

床ずれ防止用具

特別地域福祉用具貸与加算

　：　「特別地域福祉用具貸与加算」、「中山間地域等における小規模事業所加算」及び「中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算」は、支給限度額管理の対象外の算定項目

中山間地域等に居住する者への
サービス提供加算

認知症老人徘徊感知機器

ホ　退居時情報提供加算
　（イを算定する場合のみ算定）

リ　新興感染症等施設療養
費

（１月に１回、連続する５日を限度に　２４０単位を算定）

基本部分

（1月につき　＋所定単位×１１０／１０００）

（1月につき　＋所定単位×８８／１０００）

（１日につき　２２単位を加算）

（２）　サービス提供体制強化加算（Ⅱ）

1月につき
＋30単位

1月につき
＋60単位

1日につき
＋22単位

（４）　死亡日

（１）　死亡日以前31日以上45日以下

（１日につき　72単位を加算）

－１／１００

ー１０／１００

（１日につき　30単位を加算）

・他の訪問系サービス及び通所系サービス

　通常の各サービスの基本部分の報酬単位の　９０／１００

・福祉用具貸与

　通常の福祉用具貸与と同様

１日につき
＋20単位

（１日につき　１８単位を加算）

（１日につき　1780単位を加算）

（２）　死亡日以前４日以上30日以下

（１日につき　644単位を加算）

（１）　認知症専門ケア加算（Ⅰ）

1日につき
＋９単位

※　ただし、基本部分も含めて要介護度別に定める限度を上限とする。

相談・診療
を行う体制
を常時確保
している協
力医療機関
と連携して
いる場合

１月につき
＋１００単位

左記以外の
協力医療機
関と連携し
ている場合

１月につき
＋４０単位

ハ　短期利用特定施設入居者生活介護費
　　（１日につき）※

１回につき
＋20単位
（６月に１回
を限度）

1日につき
＋120単位

1日につき
＋120単位

1日につき
＋１８単位

1月につき
＋200単位
※ただし、個
別機能訓練
加算を算定
している場

合は、
１月につき

＋１００単位

1日につき
＋1８単位

注

委託先である指定居宅サービス事業者により居宅サービスが行われる場合

１月につき
＋40単位

（１）看取り介護加算
（Ⅰ）

イ　特定施設入居者生活介護費
　　（１日につき）

×70／１００
1日につき
＋36単位

注注 注 注

1日につき
＋12単位

×70／１００

×70／１００

1月につき
＋20単位

１月につき
＋100単位
（３月に１回
を限度）

－１／１００ －３／１００

（１月につき　１０単位を加算）

基本部分

ト　認知症専門ケア加算
　　（イを算定する場合のみ
　　算定）

（１日につき　3単位を加算）

（２）　認知症専門ケア加算（Ⅱ）

（１日につき　4単位を加算）

（２）　生産性向上推進体制加算（Ⅱ）

ヌ　生産性向上推進体制加算
　（イ又はハを算定する場合の
み算定）

（１月につき　１００単位を加算）

ニ　退院・退所時連携加算
　　（イを算定する場合のみ算定）

ヘ　看取り介護加算
　　（イを算定する場合のみ
　　算定）

（３）　死亡日以前２日又は３日

（２）　死亡日以前４日以上30日以下

（３）　死亡日以前２日又は３日

（１日につき　680単位を加算）

（１）　死亡日以前31日以上45日以下

（１日につき　572単位を加算）

（１日につき　1,280単位を加算）

－１／１００

注

中山間地域等における小規模事
業所加算

交通費に相当する額の２／３に相
当する額を事業所の所在地に適
用される１単位の単価で除して得
た単位数を加算（個々の用具ごと
に貸与費の２／３を限度）

（250単位）

（１）　生産性向上推進体制加算（Ⅰ）

－１／１００

（二）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（２）

（1月につき　＋所定単位×１０６／１００

協力医療機関連携加算

チ　高齢者施設等感染対
策向上加算

（１）　高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅰ）

（１月につき　１０単位を加算）

（２）　高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅱ）

（１月につき　５単位を加算）

（１日につき　144単位を加算）

（１日につき　1180単位を加算）

（４）　死亡日

（２）看取り介護加算
（Ⅱ）

ヲ　介護職員等処遇
　　改善加算

（１）　介護職員等処遇改善加算（Ⅰ） 注
所定単位は、イからルまでにより算定した単位数の合計（1月につき　＋所定単位×１２８／１０００）

（２）　介護職員等処遇改善加算（Ⅱ）

（1月につき　＋所定単位×１２２／１０００）

（４）　介護職員等処遇改善加算（Ⅳ）

（５）　介護職員等処遇
改善加算（Ⅴ）

（一）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１）

（1月につき　＋所定単位×１１３／１００

（十）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１

（三）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（３）

（1月につき　＋所定単位×１０７／１００

（四）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（４）

（1月につき　＋所定単位×１００／１００

（五）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（５）

（1月につき　＋所定単位×９１／１０００）

（1月につき　＋所定単位×５８／１０００）

（六）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（６）

（1月につき　＋所定単位×８５／１０００）

（七）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（７）

（1月につき　＋所定単位×７９／１０００）

（1月につき　＋所定単位×６１／１０００）

（八）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（８）

（1月につき　＋所定単位×９５／１０００）

（九）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（９）

（1月につき　＋所定単位×７３／１０００）

（十三）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）

（1月につき　＋所定単位×６４／１０００）

※　高齢者虐待防止措置未実施減算については令和９年４月１日から適用する。

※　業務継続計画未策定減算については令和７年４月１日から適用する。

※　介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）については、令和７年３月３１日まで算定可能。

（十四）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）

（1月につき　＋所定単位×４６／１０００）

（十一）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）

（1月につき　＋所定単位×７３／１０００）

（十二）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）

介護　14
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：令和６年６月改定箇所

Ⅰ　指定介護予防サービス介護給付費単位数の算定構造

　１　介護予防訪問入浴介護費

　２　介護予防訪問看護費

　３　介護予防訪問リハビリテーション費

　４　介護予防居宅療養管理指導費

　５　介護予防通所リハビリテーション費

　６　介護予防短期入所生活介護費

　７　介護予防短期入所療養介護費

　　　イ　介護老人保健施設における介護予防短期入所療養介護費

　　　ロ　療養病床を有する病院における介護予防短期入所療養介護費

　　　ハ　診療所における介護予防短期入所療養介護費

　　　ニ　（削除）

　　　ホ　介護医療院における介護予防短期入所療養介護費

　８　介護予防特定施設入居者生活介護費

　９　介護予防福祉用具貸与費

Ⅱ　指定介護予防支援介護給付費単位数の算定構造

　　　　介護予防支援費

介　護　報　酬　の　算　定　構　造

介　護　予　防　サ　ー　ビ　ス
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８　介護予防特定施設入居者生活介護費

注 注 注 注 注 注 注 注 注

看護・介護職員
の員数が基準に
満たない場合

介護職員の員数
が基準に満たな
い場合

身体拘束廃止
未
実施減算

高齢者虐待防止
措置未実施減算

業務継続計画未
策定減算

生活機能向上
連携加算（Ⅰ）

生活機能向上
連携加算（Ⅱ）

個別機能訓練
加算（Ⅰ）

個別機能訓練
加算（Ⅱ）

若年性認知症入
居者受入加算

口腔・栄養スク
リーニング加算

科学的介護推
進体制加算

障害者等支援加
算

要支援１ （ 183 単位）

要支援２ （ 313 単位）

※　限度額

９　介護予防福祉用具貸与費

注 注

高齢者虐待防止措
置未実施減算

業務継続計画未策
定減算

（1月につき　＋所定単位×５８／１０００）

（十三）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１３）

（1月につき　＋所定単位×６１／１０００）

（十四）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１４）

（1月につき　＋所定単位×４６／１０００）

（1月につき　＋所定単位×７３／１０００）

（十）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１０）

（1月につき　＋所定単位×６４／１０００）

（十一）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１１）

（1月につき　＋所定単位×７３／１０００）

（1月につき　＋所定単位×９１／１０００）

（六）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（６）

（十二）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１２）

（1月につき　＋所定単位×８５／１０００）

（七）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（７）

（1月につき　＋所定単位×７９／１０００）

（八）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（８）

（1月につき　＋所定単位×９５／１０００）

（九）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（９）

（一）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１）

（1月につき　＋所定単位×１１３／１０００）

（1月につき　＋所定単位×１０７／１０００）

（四）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（４）

（1月につき　＋所定単位×１００／１０００）

（五）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（５）

（三）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（３）

基本部分

（１日につき　3単位を加算）

注

相談・診療を行う
体制を常時確保
している協力医療
機関と連携してい

る場合

１月につき
＋１００単位

左記以外の協力
医療機関と連携し

ている場合

１月につき
＋４０単位

手すり

注

1月につき
＋200単位

※ただし、個別
機能訓練加算を
算定している場
合は、１月につき

＋100単位

（１日につき　１８単位を加算）

（２５０単位）

注

委託先である指定介護予防サービス事業者により介護予防サービス
が行われる場合

注

１日につき
＋12単位

・指定訪問介護
　・１週に１回程度の訪問介護が必要とされた者　1,032単位
　・１週に２回程度の訪問介護が必要とされた者　2,066単位
　・１週に２回を超える訪問介護が必要とされた者
　　（要支援２である者に限る。）　3,277単位
・指定通所介護
　・要支援１　1,511単位
　・要支援２　3,099単位

・介護予防訪問系及び介護予防通所系サービス
　通常の各サービスの基本部分の報酬単位の　９０／１００
　※介護予防通所リハビリテーションの栄養改善加算、口腔機能向
上加算、一体的サービス提供加算の算定が可能
　※介護予防認知症対応型通所介護の個別機能訓練加算、栄養
改善加算、口腔機能向上加算の算定が可能

１日につき
＋120単位

１回につき
＋20単位

（６月に１回を
限度）

１月につき
＋４０単位

１月につき
＋20単位

イ　介護予防特定施設入居者生活介護費
　　（1日につき）

（２）　認知症専門ケア加算（Ⅱ）

×７０／１００

（１）　認知症専門ケア加算（Ⅰ）

１日につき
＋20単位

　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき   57単位）

１月につき
＋100単位

（３月に１回を限
度）

ニ　認知症専門ケア加算
　　（イを算定する場合のみ算定）

－１／１００

－１０／１００

・介護予防福祉用具貸与
　介護予防の福祉用具貸与と同様

※ただし、基本部分も含めて介護予防サービスの区分支給限度基
準額
　を限度とする。
※訪問介護系サービスについては、「指定訪問介護」によるもの、
　「総合事業（「指定第一号訪問事業」）によるもの」がある。
※通所介護系サービスについては、「指定通所介護」によるもの、
　「総合事業（「指定第一号通所事業」）によるもの」がある。

（１）　介護職員等処遇改善加算（Ⅰ） 注
所定単位は、イからチまでにより算定した単位数の合計

（３）　介護職員等処遇改善加算（Ⅲ）

ロ　外部サービス利用型介護予防特定施設入居者生活介護費

（1月につき　＋所定単位×１１０／１０００）

（４）　介護職員等処遇改善加算（Ⅳ）

（1月につき　＋所定単位×８８／１０００）

（５）　介護職員等処遇
改善加算（Ⅴ）

（１月に１回、連続する５日を限度として　２４０単位を算
定）

ホ　高齢者施設等感染対策向上加算

ヘ　新興感染症等施設療養費

ト　生産性向上推進体制加算
（イを算定する場合のみ算定）

（２）高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅱ）

（１月につき　１００単位を加算）

（１）高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅰ）

（１月につき　１０単位を加算）

チ　サービス提供体制強化加算

（１）　サービス提供体制強化加算（Ⅰ）

ハ　退居時情報提供加算
イを算定する場合のみ算定

（１日につき　4単位を加算）

－１／１００

（１日につき　２２単位を加算）

（１月につき　１０単位を加算）

（１月につき　５単位を加算）

（１）　生産性向上推進体制加算（Ⅰ）

車いす付属品

基本部分

（２）　生産性向上推進体制加算(Ⅱ）

（１日につき　６単位を加算）

交通費に相当する額の１／３に相当す
る額を事業所の所在地に適用される１
単位の単価で除して得た単位数を加算
（個々の用具ごとに貸与費の
１／３を限度）

（1月につき　＋所定単位×１２２／１０００）

（２）　介護職員等処遇改善加算（Ⅱ）

（２）　サービス提供体制強化加算（Ⅱ）

（1月につき　＋所定単位×１２８／１０００）

要支援１　　　5,032単位

（二）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（２）

×７０／１００

※　身体拘束廃止未実施減算については、ロを算定する場合は、令和７年４月１日から適用する。

（1月につき　＋所定単位×１０６／１０００）

※　業務継続計画未策定減算については令和７年４月１日から適用する。

車いす

自動排泄処理装置

体位変換器

※　業務継続計画未策定減算については、感染症の予防及びまん延の防止のための指針の整備及び非常災害に関する具体的計画の策定を行っている場合には、令和７年３月３１日までの間適用しない。

リ　介護職員等
　　処遇改善加
算

要支援2　　10,531単位

－１／１００ －３／１００

交通費に相当する額を事業所の所在
地に適用される１単位の単価で除して
得た単位数を加算
（個々の用具ごとに貸与費の
１００／１００を限度）

－１／１００

中山間地域等における小規模
事業所加算

注

特別地域介護予防福祉用具貸与
加算

注

スロープ

※　高齢者虐待防止措置未実施減算については、令和９年４月１日から適用する。

交通費に相当する額の２／３に相当す
る額を事業所の所在地に適用される１
単位の単価で除して得た単位数を加算
（個々の用具ごとに貸与費の
２／３を限度）

※　要支援１又は要支援２の者については、車いす、車いす付属品、特殊寝台、特殊寝台付属品、床ずれ防止用具、体位変換器、認知症老人徘徊感知機器、移動用リフト、自動排泄処理装置を算定しない。（ただし、別に厚生労働大臣が定める状態にある者を除く。）

協力医療機関連携加算

注

中山間地域等に居住する者へのサービ
ス提供加算

（３）　サービス提供体制強化加算（Ⅲ）

移動用リフト

※　介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）については、令和７年３月３１日まで算定可能。

歩行器

歩行補助つえ

床ずれ防止用具

　：　「特別地域介護予防福祉用具貸与加算」、「中山間地域等における小規模事業所加算」及び「中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算」は、支給限度額管理の対象外となる算定項目

介護予防福祉用具貸与費
（現に指定介護予防福祉用具貸与に要し
た費用の額を当該事業所の所在地に適
用される１単位の単価で除して得た単位
数）

認知症老人徘徊感知機器

特殊寝台付属品

特殊寝台

予防　10
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